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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
富山県地域防災計画（雪害編）用語例 
１ 防災関係機関の用語例 
（１）（略） 
（２）指定地方行政機関 
災害対策基本法（以下「災対法」という。）第２条第４号で定め
る行政機関であり､本計画では､富山県を管轄する管区警察局、総
合通信局、財務局、地方厚生局、都道府県労働局、地方農政局、
森林管理局、経済産業局、産業保安監督部、地方整備局、地方運
輸局、地方航空局、地方測量部、管区気象台及び管区海上保安本
部をいう。 
（３）指定公共機関 
災対法第２条第５号で定める公共機関であり、本計画では、日本
郵便株式会社、日本銀行富山事務所、西日本旅客鉄道株式会社、
中日本高速道路株式会社、西日本電信電話株式会社、株式会社Ｎ
ＴＴドコモ、KDDI 株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社、
日本赤十字社、日本放送協会、独立行政法人国立病院機構、北陸
電力株式会社、関西電力株式会社及び日本通運株式会社をいう。 
 
 
（４）指定地方公共機関：災対法第２条第６号で定める公共機関 
等であり、本計画では、富山地方鉄道株式会社、あいの風とやま 
鉄道株式会社、加越能バス株式会社､日本海ガス株式会社、高岡 
ガス株式会社、一般社団法人日本コミュニティーガス協会北陸支 
部、一般社団法人富山県エルピーガス協会、一般社団法人富山県 
トラック協会、北日本放送株式会社、富山テレビ放送株式会社、 
株式会社チューリップテレビ、株式会社北日本新聞社、富山新聞 
社、富山エフエム放送株式会社、一般社団法人富山県ケーブルテ 
レビ協議会、公益社団法人富山県医師会、公益社団法人富山県看 
護協会、公益社団法人富山県薬剤師会、一般社団法人富山県歯科 
医師会、社会福祉法人富山県社会福祉協議会、土地改良区及び指 
定水防管理団体をいう。 

 
 
 
 
災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号。以下「災対法」とい
う。）第２条第４号で定める行政機関であり､本計画では､富山県
を管轄する管区警察局、総合通信局、財務局、地方厚生局、都道
府県労働局、地方農政局、森林管理局、経済産業局、産業保安監
督部、地方整備局、地方運輸局、地方航空局、地方測量部、管区
気象台、管区海上保安本部及び地方環境事務所をいう。 
 
災対法第２条第５号で定める公共機関であり、本計画では、日本
郵便株式会社、日本銀行、西日本旅客鉄道株式会社、中日本高速
道路株式会社、西日本電信電話株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、
KDDI 株式会社、ソフトバンク株式会社、日本赤十字社、日本放
送協会、独立行政法人国立病院機構、北陸電力株式会社、北陸電
力送配電株式会社、関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社
及び日本通運株式会社をいう。 
 
（４）指定地方公共機関：災対法第２条第６号で定める公共機関
等であり、本計画では、富山地方鉄道株式会社、あいの風とやま
鉄道株式会社、加越能バス株式会社､日本海ガス株式会社、高岡
ガス株式会社、一般社団法人日本コミュニティーガス協会北陸支
部、一般社団法人富山県エルピーガス協会、一般社団法人富山県
トラック協会、北日本放送株式会社、富山テレビ放送株式会社、
株式会社チューリップテレビ、株式会社北日本新聞社、株式会社
北國新聞社、富山エフエム放送株式会社、一般社団法人富山県ケ
ーブルテレビ協議会、公益社団法人富山県医師会、公益社団法人
富山県看護協会、公益社団法人富山県薬剤師会、一般社団法人富
山県歯科医師会、社会福祉法人富山県社会福祉協議会、土地改良
区及び指定水防管理団体をいう。 

 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 総則   
第１節 （略）   
第２節 防災の基本方策   
第１ 防災についての考え方   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 （略） 
 災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時
の被害を最小化する「減災」の考え方を防災の基本方針とし、た
とえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経
済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合
わせて災害に備えなければならない。 

 
 災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害が
発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）
の被害を最小化する「減災」の考え方を防災の基本方針とし、た
とえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経
済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合
わせて災害に備えなければならない。 

 
国防災基本
計画の修正
に伴う修正 
 

第２ 防災の各段階における基本方策   
 １ 計画的で周到な雪害予防対策   

（１） （略）   
（２）防災の体制づくりを確立するため、防災拠点施設・通信

連絡体制・緊急輸送ネットワーク等の整備をはじめ航空防
災体制の強化、相互応援体制の整備により防災活動体制を
整備するとともに、消防力の強化、医療救護体制の整備、
避難場所・生活救援物資等の確保、防災ボランティア活動
の支援等により救援・救護体制を整備する。 

（２）防災の体制づくりを確立するため、防災拠点施設・通信
連絡体制・緊急輸送ネットワーク等の整備をはじめ航空防
災体制の強化、相互応援体制の整備、災害対応業務のデジ
タル化の促進により防災活動体制を整備するとともに、消
防力の強化、医療救護体制の整備、避難場所・生活救援物
資等の確保、防災ボランティア活動の支援等により救援・
救護体制を整備する。 

 
 
<地・風・雪> 
国防災基本
計画の修正
に伴う修正 
 

 （３） （略）   
 （４）日常から雪害に備えるために、防災意識の高揚、自主防

災組織・地域ぐるみ除排雪組織の育成強化、実践的な防災
訓練や計画的かつ継続的な研修の実施・充実、要配慮者※

１等に対する防災上の措置等により防災行動力を向上させ
るとともに、各種の雪害対策調査研究を推進する。 

 

（４）日常から雪害に備えるために、過去の災害対応の教訓の
共有を図るなど、防災意識の高揚、自主防災組織・地域ぐ
るみ除排雪組織の育成強化、実践的な防災訓練や計画的か
つ継続的な研修の実施・充実、要配慮者※１等に対する防災
上の措置等により防災行動力を向上させるとともに、各種
の雪害対策調査研究を推進する。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 ２ 迅速で円滑な雪害応急対策   
 （１）～（２） （略）   
 （３）発災直後又は災害が発生するおそれがある場合、迅速、

的確な初動態勢をとるために、雪害に対応した非常配備体
制、応急活動対策を早急にとるとともに、発災直後の被害
規模及び被害拡大の危険性の早期把握や被害に関する情
報の収集・伝達を行う。 
（略） 

 （３）災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測
を、発災直後は被害規模の把握を、それぞれ早期に行い、
迅速、的確な初動態勢をとるために、雪害に対応した非常
配備体制、応急活動対策を早急にとるとともに、発災直後
の被害規模及び被害拡大の危険性の早期把握や被害に関
する情報の迅速な収集・伝達を行う。 
（略） 

国防災基本
計画の修正
に伴う修正 
 
 
表記の統一 

 （４）～（７） （略）   
第３ 各種計画等の作成   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第３節 防災関係機関等の責務   
第１ 防災関係機関等の責務   
県、市町村及び防災関係機関並びに県民・事業所は、本計画に

基づき次の雪害対策を計画的かつ着実に推進するものとする。 
（追加） 

県、市町村及び防災関係機関並びに県民・事業所は、本計画に
基づき次の雪害対策を計画的かつ着実に推進するものとする。 
 また、災害級の大雪※1による被害が予想される場合には、災害
級の大雪時におけるタイムライン（以下「タイムライン」という。）
に基づき、関係機関ごとの段階的な行動を共有し、円滑な連携の
もと、速やかに対応するものとする。 

※１ 災害級の大雪：顕著な大雪に関する富山県気象情報が発表される場合を想定。平地で 3

時間当たり一定量の降雪の深さ（東部南・西部北２４ｃｍ以上、東部北・西部南２０ｃｍ

以上）があり、それが継続するおそれがある場合に発表。 

検証会議を踏
まえて追記 

第２ 防災関係機関等の業務大綱   
１ 防災関係機関の業務大綱   
（１） （略）   
（２） 市町村 

                事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

  １ 市町村防災会議に関すること 

 ２ 雪害対策の組織の整備に関すること 

 ３ 気象予警報の情報伝達に関すること 

 ４ 防災行政無線等情報伝達システムの整備に関すること 

 ５ 避難の勧告、指示に関すること 

 ６  被災状況の情報収集、伝達及び広報・広聴に関すること 

 ７ 被災者の救助、救護に関すること 

 ８ 雪害時における緊急交通路及び輸送の確保に関すること 

 ９ 消防活動及び水防対策に関すること 

  10 水道事業の雪害対策に関すること 

 11 児童、生徒に対する応急教育に関すること 

  12 公共土木施設及び農業用施設に対する応急措置に関すること 

 13 雪崩等に対する応急措置に関すること 

 14 飲料水、食料、医薬品、生活必需品の備蓄に関すること 

 15 災害救援ボランティアの受入調整等に関すること 

  16 自主防災組織の育成指導と地域住民の雪害対策の促進に関すること 

 17 要配慮者の避難支援に関すること 
 

 

                事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

  １ 市町村防災会議に関すること 

 ２ 雪害対策の組織の整備に関すること 

 ３ 気象予警報の情報伝達に関すること 

 ４ 防災行政無線等情報伝達システムの整備に関すること 

 ５ 避難指示等に関すること 

 ６  被災状況の情報収集、伝達及び広報・広聴に関すること 

 ７ 被災者の救助、救護に関すること 

 ８ 雪害時における緊急交通路及び輸送の確保に関すること 

 ９ 消防活動及び水防対策に関すること 

  10 水道事業の雪害対策に関すること 

 11 児童、生徒に対する応急教育に関すること 

  12 公共土木施設及び農業用施設に対する応急措置に関すること 

 13 雪崩等に対する応急措置に関すること 

 14 飲料水、食料、医薬品、生活必需品の備蓄に関すること 

 15 災害救援ボランティアの受入調整等に関すること 

  16 自主防災組織の育成指導と地域住民の雪害対策の促進に関すること 

 17 要配慮者の避難支援に関すること 
 

 
 
 
 
 
 
 
字句修正 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
（３）指定地方行政機関 

機関等の名称 業務又は業務の大綱 

中部管区警察

局 

１～５ （略） 

６ 津波予報の伝達に関すること 

（略）  

東京管区気象台 

富山地方気象台 

１  気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、

発表に関すること 

（略） 

（略）  

（新設） 

 

 

 
 

 

機関等の名称 業務又は業務の大綱 

中部管区警察

局 

１～５ （略） 

 

（略）  

東京管区気象台 

富山地方気象台 

１  気象、地象、地動、水象の観測及びその成果の

収集、発表に関すること 

 

（略）  

中部地方環境

事務所 

１ 有害物質等の発生による汚染状況の情報収集及

び提供に関すること 

２ 災害時における廃棄物に関すること 
 

 
気象業務法施行令
第８条第 1 号の規
定に基づく法定伝
達先は「警察庁」の
ため修正 
 
字句修正 
 
 
指定行政機
関の追加 

（４）指定公共機関 

（略）  

中日本高速道

路株式会社 

金沢支社 

１ 北陸自動車道（木之本ＩＣ～朝日ＩＣ）及び東

海北陸自動車道（白川郷ＩＣ～小矢部砺波ＪＣＴ）

の維持、管理、修繕、改良及び防災対策並びに災

害復旧に関すること 

 

（略）  

北陸電力 

株式会社 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に

関すること 

２ 災害時における電力供給の確保に関すること 

（追加） 

 

 

 

関西電力 

株式会社 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に

関すること 

２ 災害時における電力融通に関すること 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

（略）  

中日本高速道

路株式会社 

金沢支社 

１ 北陸自動車道（木之本ＩＣ～朝日ＩＣ）及び東

海北陸自動車道（白川郷ＩＣ～小矢部砺波ＪＣＴ）

及び舞鶴若狭自動車道（敦賀ＪＣＴ～小浜ＩＣ）

の維持、管理、修繕、改良及び防災対策並びに災

害復旧に関すること 

（略）  

北陸電力 

株式会社 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に

関すること 

２ 災害時における電力供給の確保に関すること 

北陸電力送配

電株式会社 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に

関すること 

２ 災害時における電力供給の確保に関すること 

関西電力 

株式会社 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に

関すること 

２ 災害時における電力融通に関すること 

関西電力送配

電株式会社 

北陸電力本部 

１ 電力施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に

関すること 

２ 災害時における電力融通に関すること 

 
 
 
 
字句追加 
 
 
 
 
 
 
 
分社化のた
め 
 
 
 
 
分社化のた
め 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 

（略）  
 

（略）  
 

（５）（略）   
（６）指定地方公共機関等 

（略）  

報道機関 

北日本放送㈱ 

富山テレビ放送㈱ 

㈱チューリップテレビ 

㈱北日本新聞社 

富山新聞社 

富山エフエム放送㈱ 

（一社）富山県ケーブルテレビ協議会 

１ 県民に対する防災知識の普及と各種予警報

等の周知徹底に関すること 

２ 雪害時における情報、応急対策等の周知徹

底に関すること 

（略）  
 

 
（略）  

報道機関 

北日本放送㈱ 

富山テレビ放送㈱ 

㈱チューリップテレビ 

㈱北日本新聞社 

㈱北國新聞社富山本社 

富山エフエム放送㈱ 

（一社）富山県ケーブルテレビ協議会 

１ 県民に対する防災知識の普及と各種予警報

等の周知徹底に関すること 

２ 雪害時における情報、応急対策等の周知徹

底に関すること 

（略）  
 

 
 
 
 
 
 
 
標記を統一
するため字
句訂正 
 

２ 県民及び事業所・企業のとるべき措置   
 （１）県民   

ア～イ （略）   
（追加）    ウ 災害級の大雪による被害が予想される場合には、除雪

作業を速やかに行うために、車での不要不急の外出を控
える。 

検証会議を踏ま
えて追記 

ウ （略） エ （略）  
 （２）事業所・企業   

ア～ウ （略）   
（追加）    エ 屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外

を移動することのないよう、テレワークの実施、時差出
勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための
適切な措置を講ずるよう努めるものとする。  

検証会議を踏ま
えて追記 

第３ （略）   
第４節 県内の降積雪の状況と雪害   
第１ 降積雪の状況   
富山地方気象台における観測開始以来（１９３９年：昭和１４

年～）の最深積雪及び降雪量の状況は下表のとおりである。 
富山地方気象台における観測開始以来（１９３９年：昭和１４

年～）の最深積雪及び降雪量の状況は下図のとおりである。 
字句修正 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
最新のグラ
フに修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ※１ 「年」の区分は寒候期（前年１０～当該年３月）による。 
 
 ※２ 平均は、１９８９年～２０１８年の３０年平均値であ

る。 
     最深積雪   ５２ｃｍ     
     降 雪 量  ２６６ｃｍ 

 ※１ 「年」の区分は寒候期（前年８月１日～当該年７月３１
日）による。 

 ※２ 平均は、１９９１年～２０２０年の３０年平年値であ
る。 

     最深積雪   ５１ｃｍ     
     降 雪 量  ２５３ｃｍ 

 

第２ 社会環境の変化   
 １～４ （略）   
（追加） 
 

５ 感染症対策の観点を取り入れた防災 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、災害対応に

当たる職員等の感染症対策の徹底や、ホテル・旅館や親戚・知
人宅、安全な自宅などに分散して避難すること等についての平
時からの周知・広報や、避難所における避難者の過密抑制など
感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要があ
る。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第３ 過去の主な雪害   
県内に特に大きな被害をもたらした豪雪として、「３８豪雪」、

「５６豪雪」、「５９豪雪」がある。 
県内に特に大きな被害をもたらした豪雪として、「３８豪雪」、

「５６豪雪」、「５９豪雪」、「令和３年１月の大雪」がある。 
令和３年１
月の大雪を
受けて追記 

 １～３ （略）   
 （追加）  ４ 令和３年１月の大雪【資料：「令和３年１月７日から 11日

にかけての大雪に関する富山県気象速報」 富山地方気象台
作成】 

令和３年１
月の大雪を
受けて追記 

  （１）気象の状況（1/7～1/11）  
     ７日から10日にかけて北陸地方の上空5500メートル付

近に氷点下 35 度以下の寒気が流れ込み、強い冬型の気圧
配置となった。 このため県内は７日午後から所により強
い雪となり、11 日朝にかけて断続的に降り続き、大雪と
なった。 

 

  （２）降積雪の状況（1/7～1/11）  
     この期間における最深積雪は、朝日で 115 センチ（11

日 11時）、氷見で 99センチ（９日 19時）、魚津で 85セン
チ（11 日 10 時）、伏木で 115 センチ（９日 21 時）、富山
で 128センチ（10日２時）、砺波で 127センチ（10日９時）、
秋ヶ島で 106センチ（11日 10時）、猪谷で 98センチ（11
日６時）となった。 

 

  （３）被害の状況（冬期）  
   ア 人的被害  
   （ア）死者     ５人  
   （イ）負傷者   ９９人  
   イ 住家被害  
   （ア）半壊     ４棟  
   （イ）一部損壊  １８棟  
   （ウ）床下浸水   ３棟  
   ウ 非住家被害  
   （ア）全壊     ４棟  
   （イ）半壊     ２棟  
   エ 特記事項  
   （ア）大規模な道路渋滞の発生  
      特に、東海北陸自動車道においては、大規模な車両の  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
立ち往生が発生し、自衛隊災害派遣要請がなされた。 

   （イ）孤立集落の発生  
      大雪による倒木等の影響で氷見市及び小矢部市にお

いて孤立集落が発生した。 
 

     a 氷見市  
       胡桃、床鍋、老谷、上中、三尾、葛葉  
     b 小矢部市  
      久利須  
  （４）主な雪害対策の状況（冬期）  
   ア 対策組織  
     令和３年１月１０日「富山県雪害対策本部」設置（同年

１月２０日閉鎖） 
 

   イ 自衛隊災害派遣要請  
     東海北陸自動車道における大規模な車両の立ち往生発

生を受け、令和３年１月１０日、自衛隊災害派遣要請を行
った。 

 

   ウ 災害救助法の適用  
     東海北陸自動車道における車両の立ち往生及び孤立集

落の発生を受け、県は、４市に対して災害救助法を適用し
た。（法適用日：令和３年１月９日） 

 

   （ア）災害救助法適用市町村  
      砺波市、小矢部市、南砺市（車両の立ち往生）  
      氷見市（孤立集落の発生）  
   （イ）法適用日  
      令和３年１月９日（４市とも）  
   （ウ）備考  
      災害救助法施行令第１条第１項第４号適用（４市と

も） 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 第２章 雪害予防対策    
第１節 （略）   

第２節 雪崩対策等の推進   

第１～第３ （略） 

第４ 融雪期における土砂災害対策 

（資料「３－２ 急傾斜地崩壊危険箇所」「３－７ 土石流危険

渓流」「３－３ 急傾斜地崩壊危険区域」「３－８ 崩壊土砂流出

危険地区」「３－４ 地すべり危険箇所（国土交通省）」「３－９ 

山腹崩壊危険地区」「３－５ 地すべり発生危険地区（林野庁）」

「３－１０ 砂防指定地」「３－６ 地すべり危険箇所」（農林水

産省）」） 

 
 
（資料「３－２ 急傾斜地崩壊危険箇所」「３－７ 土石流危険
渓流」「３－３ 急傾斜地崩壊危険区域」「３－８ 崩壊土砂流出
危険地区」「３－４ 地すべり危険箇所（国土交通省）」「３－９ 
山腹崩壊危険地区」「３－５ 地すべり危険地区（林野庁）」「３
－１０ 砂防指定地」「３－６ 地すべり危険箇所」（農林水産
省）」） 
 

 
 
字句修正 
 
 
 
 
 
 

第３節 都市基盤等の耐雪化 

第１（略） 

  

第２ ライフライン施設の耐雪化 

また、都市整備計画にあわせ、共同溝・電線類共同溝の整備に

努めるとともに、ライフライン機関相互や防災関係機関との情報

連絡体制を強化する。 
（追加） 

 

 

 
 
 
 
さらに、県は、広域行政主体として、地域社会の迅速な復旧を

図るため、多様なライフライン機関を一堂に会して災害時の連携
体制の確認等を行うなど相互協力体制を構築しておくよう努め
るものとする。 

 
 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

１ 電力施設における雪害予防対策（県企業局、北陸電力、関

西電力） 

１ 電力施設における雪害予防対策（県企業局、北陸電力、北
陸電力送配電、関西電力、関西電力送配電） 

分社化のた
め 

 県及び電力会社は、倒木等により電力供給網、通信網に支障
が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、予防保全
や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努
めるものとする。なお、対策の実施に当たっては、必要に応じ
て市町村との協力に努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 ２ ガス施設における雪害予防対策（中部経済産業局、中部近

畿産業保安監督部、県生活環境文化部、日本海ガス、高岡ガ
ス、（一社）日本コミュニティーガス協会北陸支部、（一社）
富山県エルピーガス協会） 
（略） 

２ ガス施設における雪害予防対策（中部経済産業局、中部近
畿産業保安監督部、県危機管理局、日本海ガス、高岡ガス、
（一社）日本コミュニティーガス協会北陸支部、（一社）富山
県エルピーガス協会） 

 

県機構改革
に伴う修正 
 

３～４ （略）   
５ 通信施設における雪害予防対策（ＮＴＴ西日本、ＮＴＴド

コモ北陸、各防災関係機関） 

（追加） 

 

 
 
 県及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網
に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、予
防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡
大に努めるものとする。なお、対策の実施に当たっては、必要
に応じて市町村との協力に努めるものとする。 

 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

６ 生活用・事業用井戸の地下水位低下対策（県生活環境文化

部） 

  

 消融雪施設の一斉稼動による地下水位低下に伴う地下取水障
害の未然防止のため、観測井水位モニタリングによる監視とリ
アルタイム情報提供を行うとともに、冬期間の「注意喚起水位」
指標を活用して節水呼びかけを行い、水位の速やかな回復に努
める。 

 消雪設備の一斉稼働による地下水位低下時の取水障害の未然
防止のため、リアルタイムで地下水位の監視と情報提供を行う
とともに、冬期間の「注意喚起水位」指標を活用して地下水位
低下時に節水協力を呼びかけ、地下水位の速やかな回復に努め
る。 

分かりやす
い表現に修
正 

第３ （略）   

第４ 危険物施設等の安全性強化 
 １ 危険物施設（県総合政策局、市町村） 
  （略） 
 ２ 高圧ガス製造事業所等（中部経済産業局、中部近畿産業保

安監督部、県生活環境文化部） 
  （略） 

 
１ 危険物施設（県危機管理局、市町村） 
 
２ 高圧ガス製造事業所等（中部経済産業局、中部近畿産業保
安監督部、県危機管理局） 

 

 
県機構改革
に伴う修正 
 

 （１） （略）   
 （２）事業所の設置   

ア 屋外設備の耐雪化   
  （ア） （追加）   （ア） 配管類 字句追加 
      屋外配管は極力短くし、また軒下に設置するなど雪の

影響を受けないようレイアウトに配意する。また、必要
に応じ配管サポートで強化する。 

  

  （イ） （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
イ～カ （略）   

 ３ （略）   
第５～第６ （略）   

第４節 交通対策   

第１ 交通安全対策及び交通流の円滑化対策（県総合政策局、県

警察本部） 

第１ 交通安全対策及び交通流の円滑化対策（県生活環境文化

部、県警察本部） 

県機構改革
に伴う修正 

 １ 冬期交通の安全確保の啓発   

   県、市町村及び各関係機関等は、冬期の交通事故や交通渋
滞の発生を防止するため、スノータイヤ、チェーンの装着、
路上駐車の禁止など交通の安全確保をラジオ、テレビ、新聞、
広報誌等を利用し啓発する。 

県、市町村及び各関係機関等は、冬期の交通事故や交通渋

滞の発生を防止するため、スノータイヤ、チェーンの装着、

路上駐車の禁止など交通の安全確保をラジオ、テレビ、新聞、

広報誌、インターネット等を利用し啓発する。 

 
 
 
字句追加 

 ２ マイカーの使用自粛と公共交通の利用促進の啓発   

県、市町村及び各関係機関等は、冬期交通の円滑化を図る
ため、マイカーの使用自粛及びバス等公共交通の利用促進を
ラジオ、テレビ、新聞、広報誌等を利用し啓発するとともに、
事業所等に対し協力を呼びかける。 

県、市町村及び各関係機関等は、冬期交通の円滑化を図る

ため、マイカーの使用自粛及びバス等公共交通の利用促進を

ラジオ、テレビ、新聞、広報誌、インターネット等を利用し

啓発するとともに、事業所等に対し協力を呼びかける。 

 
 
字句追加 

（追加） ただし、災害級の大雪による被害が予想される場合には、
外出そのものの自粛を呼びかけるものとする。 

検証会議を踏
まえて追記 

第２ 道路交通対策（中部管区警察局、北陸地方整備局、県土木

部、県警察本部、市町村、中日本高速道路㈱金沢支社） 

  

 １ 雪に強い道路の整備 
冬期間の安全かつ円滑な道路交通を確保し、地域住民の生

活安定や産業活動を確保するためには、除排雪作業を効率的
に実施できるような広幅員道路の整備や消流雪施設の整備
を進めることが必要である。また、山間地道路においては、
雪崩防止柵、スノーシェッド等の雪崩対策施設の整備を図る
ほか、狭隘な市街地道路ではその拡幅及びバイパス整備並び
に危険箇所の局部改良等の整備促進が必要である。このため
道路管理者は大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き
起こす恐れのある大雪（以下「集中的な大雪」という。）時
においても、道路ネットワーク全体としてその機能への影響
を最小限度とするため、地域の実情に応じてその体系的整備
を進めるものとする。 

 
冬期間の安全かつ円滑な道路交通を確保し、地域住民の生

活安定や産業活動を確保するためには、除排雪作業を効率的
に実施できるような広幅員道路の整備や消流雪施設の整備
を進めることが必要である。また、山間地道路においては、
雪崩防止柵、スノーシェッド等の雪崩対策施設の整備を図る
ほか、狭隘な市街地道路ではその拡幅及びバイパス整備並び
に危険箇所の局部改良等の整備促進が必要である。このため
道路管理者は大規模な車両滞留や長時間の通行止めを引き
起こす恐れのある大雪（以下「集中的な大雪」という。）時
においても、道路ネットワーク全体としてその機能への影響
を最小限度とするため、地域の実情に応じてその体系的整備
を進めるものとするとともに、人命を最優先に幹線道路上で

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国防災基本
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
（略） 

 
 

 （１）～（８） （略） 

大規模な車両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え
方として、計画的・予防的な通行止め、滞留車両の排出を目
的とした転回路の整備等を行うよう努めるものとする。 

計画の修正
に伴う変更 
 

 ２ （略）   
 ３ 除雪計画   
 （１）作成方針   

ア～イ （略）   
   ウ 計画全般について、関係諸機関と十分連絡協議し、調

整を図る。 
   ウ 計画全般について、関係機関と十分連絡協議し、調整

を図る。 
字句修正 

 （２）各機関の除雪計画   
ア （略）   

   イ 県は、毎年１１月に「道路除雪計画」を策定し、富山
県道路除雪対策協議会において各機関との連絡調整を
図る。 

   イ 県は、毎年１１月に「道路除雪計画」を策定し、各種
会議において各機関との連絡調整を図る。 

会議を統合
するため修
正 

ウ （略）   
 ４ 雪害予防 
 （１）集中的な大雪への対応 
   ア 道路管理者は、特に集中的な大雪時においては、道路

ネットワーク全体として通行止め時間の最小化を図る
ことを目的に、車両の滞留が発生する前に関係機関と調
整の上、予防的な通行規制を行い、集中的な除雪作業に
努める。
 

 
 
   ア 道路管理者は、特に集中的な大雪時においては、道路

ネットワーク全体として通行止め時間の最小化を図る
ことを目的に、人命を最優先に幹線道路上で大規模な車
両滞留を徹底的に回避することを基本的な考え方とし
て、車両の滞留が発生する前に関係機関と調整の上、計
画的・予防的な通行規制を行い、集中的な除雪作業に努
める。
 

 
 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

第３ 鉄軌道交通対策（JR 西日本、あいの風とやま鉄道、富山

地方鉄道、万葉線、富山ライトレール(株)、各道路管理者） 

 

第４（略） 

第３ 鉄軌道交通対策（JR 西日本、あいの風とやま鉄道、富山

地方鉄道、万葉線、各道路管理者） 

地鉄との合
併によりラ
イトレール
削除 

第５ 航空交通対策（県観光・交通・地域振興局） 第５ 航空交通対策（県地方創生局） 
 

県機構改革
に伴う変更 

第５節 防災活動体制の整備   

第１ 防災拠点施設の整備（県総合政策局） 第１ 防災拠点施設の整備 表記の統一 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 １ 富山県広域消防防災センター（県総合政策局） 
 
 ２～５ （略） 

 １ 富山県広域消防防災センター（県危機管理局） 
 

県機構改革
に伴う修正 
 

（追加） ６ 防災機能を有する道の駅の整備（北陸地方整備局、県土木
部、市町村） 

  国、県及び市町村は、防災機能を有する道の駅を地域の防災
拠点として位置付け、その機能強化に努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

第２～第３ （略）   

第４ 通信連絡体制の整備   

県をはじめとした防災関係機関は、災害時の通信連絡手段を確

保するため、情報通信施設の耐震性の強化、情報通信施設の非常

用電源設備の整備など停電対策、情報通信施設の危険分散、衛星

携帯電話や公衆無線LAN等の無線を活用したバックアップ等の通

信路の多ルート化の推進に努める。 

県をはじめとした防災関係機関は、災害時の通信連絡手段を確

保するため、情報通信施設の耐震性の強化、情報通信施設の非常

用電源設備の整備など停電対策、情報通信施設の危険分散、衛星

通信や公衆無線LAN等の無線を活用したバックアップ等の通信路

の多ルート化の推進に努める。 

 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

また、緊急情報連絡体制を確保するため、無線通信ネットワー

クの整備・拡充の推進及び相互接続等によるネットワークを強化

する。 

また、緊急情報連絡体制を確保するため、防災行政無線等の無
線通信ネットワークの整備・拡充の推進及び相互接続等によるネ
ットワークを強化する。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

（略）   

特に、災害時に孤立するおそれのある市町村で停電が発生した

場合に備え、衛星携帯電話などにより、当該地域の住民と当該市

町村との双方向の情報連絡体制を確保するよう留意する。 

特に、災害時に孤立するおそれのある市町村で停電が発生した

場合に備え、衛星通信などにより、当該地域の住民と当該市町村

との双方向の情報連絡体制を確保するよう留意する。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

（略）   

 １～２ （略） 

 ３ 通信連絡体制の整備充実（北陸地方整備局、県総合政策局、

県経営管理部、県土木部、市町村） 

 （１） （略） 

 １～２ （略） 

 ３ 通信連絡体制の整備充実（北陸地方整備局、県危機管理局、

県経営管理部、県土木部、市町村） 

 
県機構改革
に伴う修正 
 

 （２）県総合防災情報システム   

    （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
消防広域化
により消防
本部数が７
となったこ
とに伴う変
更。 
 

 （３）市町村防災行政無線の整備促進   

    （略）   

    また、市町村は、住民に対する災害時の情報の迅速かつ
的確な収集伝達を図るため市町村防災行政無線に加えて、
孤立化が懸念される山間地集落等地域の実情に応じて衛
星携帯電話の整備に努めるとともに、携帯端末の緊急速報
メール機能、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の伝
達手段の多重化・多様化に努めるものとする。 
 （資料「７－３ 市町村防災行政無線施設設置状況」） 

    また、市町村は、住民に対する災害時の情報の迅速かつ
的確な収集伝達を図るため市町村防災行政無線に加えて、
孤立化が懸念される山間地集落等地域の実情に応じて衛
星通信の整備に努めるとともに、携帯端末の緊急速報メー
ル機能、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の伝達手
段の多重化・多様化に努めるものとする。 
 （資料「７－３ 市町村防災行政無線施設設置状況」） 

 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 （４）非常通信体制の強化   

    県は、県防災行政無線のほか、防災相互無線、衛星携帯

電話、携帯電話等の整備充実に努める。 

    （略） 

 県は、県防災行政無線のほか、防災相互無線、衛星通 

信、携帯電話等の整備充実に努める。 
 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 ４ （略）   

第５ 業務継続体制の確保   
 （略）   
市町村は、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から

災害時における優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を
遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に
努めるものとする。 

市町村は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から
災害時における優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を
遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に
努めるものとする。 

「避難指示」と
「避難勧告」の一
本化による修正 

 （追加） 県、市町村及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対 国防災基本
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
応、復旧・復興のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災
害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努める
ものとする。また、県、市町村は、退職者（自衛隊等の国の機関
の退職者も含む。）の活用等の人材確保方法をあらかじめ整える
ように努めるものとする。 
県、市町村は、土木・建築職などの技術職員が不足している市

町村への中長期派遣等による支援を行うため、技術職員の確保及
び災害時の派遣体制の整備に努めるものとする。 

計画の修正
に伴う変更 
 

第６ 緊急輸送ネットワークの整備   
 １ 輸送拠点施設の確保（県関係部局、市町村）   
  （略）   

県内における主な輸送拠点   

区   分 名    称 所  在  地 

陸上輸送 

拠点施設 

 富山市中央卸売市場   富山市掛尾町500 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 
 

区   分 名    称 所  在  地 

陸上輸送 

拠点施設 

 富山市公設地方卸売市場   富山市掛尾町500 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 
 

 
名称変更 

 ２ 緊急道路ネットワークの確保（県土木部）   
道路は、震災時において、救援物資の輸送等重要な役割を

担っていることから、広域的なネットワークや陸上・海上・
航空の輸送拠点と防災拠点間の連絡、それらを相互に補完す
るネットワークに配慮し、災害時に指定される緊急交通路の
候補となる緊急通行確保路線を次のとおり指定する。 

道路は、震災時において、救援物資の輸送等重要な役割を
担っていることから、広域的なネットワークや陸上・海上・
航空の輸送拠点と防災拠点間の連絡、それらを相互に補完す
るネットワークに配慮し、災害時に指定される緊急交通路の
候補となる緊急輸送道路※を次のとおり指定する。 

全国的に用
い ら れ る
『緊急輸送
道路』に統
一 
 

 （１）第１次緊急通行確保路線  （１）第１次緊急輸送道路  
   （略）    （略）  
 （２）第２次緊急通行確保路線  （２）第２次緊急輸送道路  
    第１次緊急通行確保路線とネットワークを構築し、市町

村対策本部や主要な防災拠点（行政機関、主要駅、警察署、
消防署、災害医療センター、自衛隊等）を連絡する幹線道
路。 

    第１次緊急輸送道路とネットワークを構築し、市町村対
策本部や主要な防災拠点（行政機関、主要駅、警察署、消
防署、災害医療センター、自衛隊等）を連絡する幹線道路。 

 

 （３）第３次緊急通行確保路線  （３）第３次緊急輸送道路  
   上位路線を相互に補完する幹線道路    上位路線を相互に補完する幹線道路  

緊急通行確保路線の指定にあたっては、各市町村が実施
するきめ細かい災害復旧活動を支援する観点から、市町村
が指定する緊急交通路の候補となる路線とネットワーク

緊急通輸送道路の指定にあたっては、各市町村が実施す
るきめ細かい災害復旧活動を支援する観点から、市町村が
指定する緊急交通路の候補となる路線とネットワークを
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
を図るよう調整するものとする。また、防災対策道路とし
て河川敷を利用した緊急交通路や高速自動車道への緊急
乗入路の活用についても必要に応じて検討する。なお、
各々の道路整備状況により適宜見直しを行い、ネットワー
ク強化に努める。（資料「６－１－２ 緊急通行確保路線名」） 

図るよう調整するものとする。また、防災対策道路として
河川敷を利用した緊急交通路や高速自動車道への緊急乗
入路の活用についても必要に応じて検討する。なお、各々
の道路整備状況により適宜見直しを行い、ネットワーク強
化に努める。（資料「６－１－２ 緊急輸送道路一覧表」） 

※地域防災計画、防災業務計画及び地震防災対策特別措置法に基づく地震防

災緊急事業五箇年計画の中で、地震防災上、緊急に整備すべき施設として

位置づけられている道路 

 
 
 
 
 
緊急輸送道
路について
注釈を追記
（パブコメ
による） 

緊急通行確保路線図（平成 31年４月） 緊急輸送道路図（令和３年 12月） 
 

時点修正 

   
 ３ （略）   
４ 緊急航空路の確保（県観光・交通振興局、県厚生部、県警
察本部、市町村） 

４ 緊急航空路の確保（県地方創生局、県厚生部、県警察本部、
市町村） 

県機構改革
に伴う修正 

 ５ （略）   
第７ 航空防災体制の強化   
 １ 航空防災活動のための環境整備（県総合政策局、県厚生部、

県警察本部、市町村） 
 １ 航空防災活動のための環境整備（県危機管理局、県厚生部、

県警察本部、市町村） 
県機構改革
に伴う修正 

（１） （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
（２） 雪害時の広域即応体制の整備 

震災時において、他県市からのヘリコプター等の応援 
が円滑に行われるよう、全国に配備されているヘリコプタ
ーの運航情報や県内を含む全国各地の場外離着陸場の位
置、面積、使用条件等をオンラインで結ぶネットワーク「ヘ
リコプター運航管理システム」を活用する。 

（略） 

 
震災時において、他県市からのヘリコプター等の応援 

が円滑に行われるよう、全国に配備されているヘリコプタ
ーの運航情報や県内を含む全国各地の場外離着陸場の位
置、面積、使用条件等をオンラインで結ぶネットワーク「ヘ
リコプター動態管理システム」を活用する。 

 
 
 
 
 
字句修正 

 ２ 消防防災ヘリコプター「とやま」の緊急運航体制（県総合
政策局、市町村） 

 ２ 消防防災ヘリコプター「とやま」の緊急運航体制（県危機
管理局、市町村） 

県機構改革
に伴う修正 

（１） 緊急運航要請   
   

 
 
令和２年４
月１日より
所長を配置
（これまで
は消防課長
が所長を兼
務）併せて
運行責任者
に名称を変
更 

（略）   
（２）～（４） （略）   
３ （略）   

⑤要請の報告

1

2

3

現場

⑥出動

隊長

副隊長

②出動態勢指示

⑤出動指示
（緊急運航移行指示）

消防防災航空隊

FAX 076-495-3066

⑤出動可否回答

総括管理者

夜　　間

富山市消防局 所長代理

（通報順位）

（電話自動転送） 防災航空センター職員

運航管理責任者

⑦緊急活動報告

①要請（電話・FAX等）

④出動可否決定

⑧緊急活動速報

③要請報告

要請者

市町村

消防本部

防災航空センター

TEL 076-495-3060

 

⑤要請の報告

1

2

3

⑦緊急活動報告

①要請（電話・FAX等）

④出動可否決定

⑧緊急活動速報

③要請報告

要請者

市町村

消防本部

防災航空センター

TEL 076-495-3060

FAX 076-495-3066

⑤出動可否回答

総括管理者

夜　　間

富山市消防局 所長

（通報順位）

（電話自動転送） 防災航空センター職員

運航責任者

現場

⑥出動

隊長

副隊長

②出動態勢指示

⑤出動指示
（緊急運航移行指示）

消防防災航空隊
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
４ 富山県ドクターヘリの緊急運航体制（県厚生部） 
（１） 緊急運航要請 

（略） 

 
 

 

 
 
緊急消防援
助隊の応援
等の要請等
に関する要
綱（消防庁）
に準拠 
 

 （２） （略）   
第８ 相互応援体制の整備   
 （略）   
 また、応援要請・受入が円滑に行えるよう、情報伝達方法、受
入窓口、指揮系統を明確化するなど、体制の整備に努める。 

 
 

 
 

 （追加） 
 
 
 

そして、県及び市町村は、国や他の地方公共団体等からの応援
職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うた
めの受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及び各
業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス
ペースの確保を行うものとする。その際、新型コロナウイルス感
染症を含む感染症対策のため、適切な空間の確保に配慮するもの
とする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

なお、県は、消防組織法第 44 条に基づく緊急消防援助隊の応
援を受ける場合の受援計画（平成 19 年３月）を策定し、応援部
隊の受入体制を整えている。 
（略） 

  

 １ 国の機関等との相互協力   
 （１）自衛隊との連携（自衛隊、県総合政策局）  （１）自衛隊との連携（自衛隊、県危機管理局） 県機構改革

に伴う修正 

 ①要請（電話・ＦＡＸ等） ②要請の報告

要請者 ドクターヘリ基地病院 災害対策本部

市町村 ④出動可否 富山県立中央病院 ③出動可否決定 医務班

消防本部 航空班

⑥緊急活動報告 ⑦緊急活動報告 災害医療対策チーム

現場 ⑤出動

航空班 

  ①要請（電話・ＦＡＸ等） ②要請の報告

要請者 ドクターヘリ基地病院 災害対策本部

市町村 ④出動可否 富山県立中央病院 ③出動可否決定 医務班

消防本部 航空班

⑥緊急活動報告 ⑦緊急活動報告 災害医療対策チーム

現場 ⑤出動

航空運用調整班 



富山県地域防災計画（雪害編）新旧対照表 

- 19 - 
 

現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
（２）国土交通省等との連携（北陸地方整備局、北陸地方測 

量部、県土木部） 
ア 災害時の相互協力に関する申合せ 

国土交通省北陸地方整備局企画部と新潟県土木部、富山
県土木部、石川県土木部、山形県土木部、福島県土木部、
長野県建設部、岐阜県県土整備部、新潟市、東日本高速道
路(株)新潟支社道路事業部及び中日本高速道路(株)金沢
支社保全サービス事業部とは、「災害時の相互協力に関す
る申し合わせ」（平成 10年 3月 31日締結、平成 22年 3月
4 日改正）を行い、国土交通省所管の法令等に基づき設置
された土木施設等に係わる災害が発生し又は発生するお
それがある場合の相互協力の内容について定めている。 

 
 
 
国土交通省北陸地方整備局企画部と新潟県土木部、富山

県土木部、石川県土木部、山形県土木部、福島県土木部、
長野県建設部、岐阜県県土整備部、新潟市、東日本高速道
路(株)新潟支社道路事業部及び中日本高速道路(株)金沢
支社高速道路事業部とは、「災害時の相互協力に関する申
し合わせ」（平成 10年 3月 31日締結、平成 22年 3月 4日
改正）を行い、国土交通省所管の法令等に基づき設置され
た土木施設等に係わる災害が発生し又は発生するおそれ
がある場合の相互協力の内容について定めている。 

 
 
 
 
 
 
 
組織名変更
に伴う変更 
 
 
 

イ～ウ （略）   

   

２ 地方公共団体間の相互応援（県総合政策局、市町村） ２ 地方公共団体間の相互応援（県危機管理局、市町村）  
（追加） 県及び市町村は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対

応が困難な場合に、他の地方公共団体から人員・物資の支援
や廃棄物処理等の協力が速やかに得られるように相互応援
協定の締結に努めるものとする。 
県及び市町村は、応援対策職員派遣制度を活用した応援職

員受け入れの訓練を実施し、システムの習熟、災害時におけ
る円滑な活用の促進に努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 （１）都道府県間の相互応援   
ア （略）   
イ ９県１市の災害時応援   
 （略） 

さらに、全国知事会の体制や「被災市区町村応援職員確
保システム」と調和のとれた広域応援体制を整備する。 

  
さらに、全国知事会の体制や応援対策職員派遣制度と

調和のとれた広域応援体制を整備する。 

 

ウ～エ （略）   
 （２） （略）   
３ 防災関係機関との相互協力（県各部局、各防災関係機関）   
（１）県と防災関係機関との相互協力   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
（追加） 
 
 

 

災害時には、防災関係機関相互の連携体制が重要である 
ことから、県は、応急活動及び復旧活動に関し、各関係機
関との協定の締結を推進する。 
県では、現在、次のとおり協定を締結している。 

地震・津波
災害編、風
水害編と表
記を統一 

 ア～ス （略）   

 セ (一社)富山県産業廃棄物協会との協定 
   県と(一社)富山県産業廃棄物協会とは、平成 17 年９月

12日に「地震等による大規模な災害の発生時における災害
廃棄物の処理等に関する協定」を締結し、地震等の大規模
災害発生時における災害廃棄物の処理等について取り決め
ている。 

   （資料「12－24 地震等による大規模な災害の発生時にお 
ける災害廃棄物の処理等に関する協定」） 

 セ (一社)富山県産業資源循環協会との協定 
   県と(一社)富山県産業資源循環協会とは、平成 17年９月

12日に「地震等による大規模な災害の発生時における災害
廃棄物の処理等に関する協定」を締結し、地震等の大規模
災害発生時における災害廃棄物の処理等について取り決め
ている。 

   （資料「12－24 地震等による大規模な災害の発生時にお 
ける災害廃棄物の処理等に関する協定」） 

協会名改称 
 
 

  ソ～う （略）     
（追加）   え 富山県医療機器協会との協定 

    県と富山県医療機器協会とは、令和２年２月 20日に「災
害時における医療機器等の供給に関する協定」を締結
し、災害時における医療救護活動に必要な医療機器等の
供給等に関し必要な手続きを取り決めている。 

協定の追加 

   お （一社）富山県建築士事務所協会、（公社）富山県建築
士会及び(公社)日本建築家協会北陸支部富山地域会との
協定 
県と（一社）富山県建築士事務所協会、（公社）富山県

建築士会及び(公社)日本建築家協会北陸支部富山地域会
は、令和２年４月 22日に「地震災害時における被災建築
物応急危険度判定等の協力に関する協定書」を締結し、
大規模地震発生時における民間の被災建築物応急危険度
判定士の参加要請等に関する協力について取り決めてい
る。 

協定の追加 

   か 北陸電力（株）及び北陸電力送配電（株）との協定 
県と北陸電力（株）及び北陸電力送配電（株）は、令

和３年６月３０日に「大規模災害時における相互連携に
関する確認書」及び「大規模災害時における道路啓開等
に関する確認書」を締結し、大規模災害時におけるリエ
ゾン派遣、電源車の要請と協力、及び道路啓開の要請と

協定の追加 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
協力等に関する協力について取り決めている。 

   き 富山県社会福祉協議会、日本青年会議所富山ブロック 
協議会との三者協定 
県と富山県社会福祉協議会、日本青年会議所富山ブロ 

ック協議会は令和３年７月 12日に「災害時における協力
に関する協定」を締結し、災害時におけるボランティア
の受け入れ体制について取り決めている。 

協定の追加 

（２） 防災機関間の相互協力   
ア （略）   
イ 電力会社間の相互協力 

北陸電力及び関西電力は、各電力会社及び電源開発株
式会社と非常災害対策用資機材の相互融通体制を整えて
いる。 

イ 電力会社間の相互協力 
北陸電力、北陸電力送配電、関西電力及び関西電力送

配電は、各電力会社及び電源開発株式会社と非常災害対
策用資機材の相互融通体制を整えている。 

 
分社化のた
め 
 

ウ ガス会社間の相互協力 
    （一社）日本ガス協会及び（一社）日本コミュニティ

ガス 協会北陸支部では、「地震・洪水等非常事態におけ
る救援措置要綱」を定め、ガス製造・供給に支障を生じ
た場合は、速やかに復旧し、ガスの供給を再開できるよ
う、また、協会の組織をあげて救援活動できるよう、緊
急連絡体制、救援体制等について定めている。 

ウ ガス会社間の相互協力 
    （一社）日本ガス協会では「非常事態における応援要

綱」、（一社）日本コミュニティーガス協会北陸支部では
「コミュニティーガス事業の防災に係る通報・応援措置
要綱」を定め、ガス製造・供給に支障を生じた場合は、
速やかに復旧し、ガスの供給を再開できるよう、また、
協会の組織をあげて救援活動できるよう、緊急連絡体制、
救援体制等について定めている。 

 
都市ガスと
コミュニテ
ィーガスで
要綱が異な
るため修正 

エ （略）   

４ （略）   

５ 民間の協力（県各部局、市町村、防災関係機関） 
県、市町村及び防災関係機関は、重機の借上げ、流通備蓄

等の事前契約を行った民間等に対し、災害時に積極的な協力
が得られるよう努めるものとする。 

（追加） 
 
 
 
 

 

 
 
 

 
また、県及び市町村は、石油販売業者と、燃料の優先供

給について協定の締結を推進するとともに、平時から受注
機会の増大などに配慮するよう努めるものとする。 
さらに、県及び市町村は、災害応急対策への協力が期待

される建設業の担い手の確保・育成に関する取り組みを支
援するものとする。 

 
 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

第９ 災害復旧・復興への備え   



富山県地域防災計画（雪害編）新旧対照表 

- 22 - 
 

現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 １～３ （略）    

（追加） ４ 男女共同参画の視点 
県及び市町村は、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制

の確立に努めるものとする。また、地方防災会議の委員に占め
る女性の割合を高めるよう取り組むとともに、男女共同参画セ
ンターが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時
及び災害時における男女共同参画担当部局及び男女共同参画セ
ンターの役割について、防災担当部局と男女共同参画担当部局
が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

第６節 救援・救護体制の整備   
第１ 消防力の強化   
 １ 消防体制の整備（県総合政策局、市町村、各道路管理者）  １ 消防体制の整備（県危機管理局、市町村、各道路管理者） 県機構改革

に伴う修正 
 ２ 救助・救急体制の整備（県総合政策局、県厚生部、県警察
本部、自衛隊、伏木海上保安部、市町村） 

 ２ 救助・救急体制の整備（県危機管理局、県厚生部、県警察
本部、自衛隊、伏木海上保安部、市町村） 

県機構改革
に伴う修正 

（１） （略）   
（２） 救急体制の整備   
  ア （略） 
  イ 市町村は、救急能力を高めるため、消防力の整備指針を

踏まえ、高規格救急自動車の配備拡充に努める。また、そ
の配備にあわせて救急隊に救急救命士※４を常時１名配置
できる体制を整えるとともに、救急救命士の技術向上に向
けて研修体制を整備する。さらに、救急隊員にトリアージ
※５などの応急救護研修の実施に努める。 

 
  イ 市町村は、救急能力を高めるため、救急救命士※４の技術

向上に向けた研修体制を整備する。さらに、救急隊員にト
リアージ※５などの応急救護研修の実施に努める。 

 

 
高規格救急
車は各市町
村で整備が
進み、救急
救命士は各
救急車に１
名以上配備
できるよう
になったた
め。 

第２ 医療救護体制の整備   
 １ 緊急連絡網（県厚生部） 

県厚生部医務課、健康課、くすり政策課及び各厚生センタ
ーは、雪害時に連絡がとりあえるように、あらかじめ緊急連
絡先一覧表を作成し、当該関係者が常時見える場所に掲示し
ておく。 

 
県厚生部医務課、健康対策室、くすり政策課及び各厚生セ

ンターは、雪害時に連絡がとりあえるように、あらかじめ緊
急連絡先一覧表を作成し、当該関係者が常時見える場所に掲
示しておく。 

 
県機構改革
に伴う修正 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 ２～７ （略）   
 ８ 医薬品、血液の供給体制（県厚生部、市町村、日本赤十字

社富山県支部） 
  

（１）医薬品等の確保   
ア 災害直後の初動期の医薬品等の確保 
（略） 

なお、不足する場合は、富山県医薬品卸業協同組合との「災
害時における医薬品等の供給等に関する協定書」に基づき、
及び薬業関係団体（富山県薬剤師会、富山県薬業連合会等）
や国の協力を得て、調達する。 

 

 
 

なお、不足する場合は、富山県医薬品卸業協同組合との「災
害時における医薬品等の供給等に関する協定書」及び富山県
医療機器協会との「災害時における医療機器等の供給に関す
る協定書」に基づき、薬業関係団体（富山県薬剤師会、富山
県薬業連合会等）や国の協力を得て、調達する。 

 
 
 
新たに協定
を締結した
ため 

  イ～エ （略）   
 （２）～（３） （略）   
第３ 緊急避難場所・避難所・生活救援物資等の確保   
 （略） 
  また、被災生活が長期化した場合等の生活を確保するため、
あらかじめ生活必需物資の確保等を行う。 

 （追加） 
 

 
 
 

市町村は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレ
スについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れられ
るよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しな
がら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努める
ものとする。 

 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 県及び保健所設置市の厚生センター、保健所は、新型コロ
ナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に備
えて、平常時から防災担当部局（県の厚生センターにあって
は、管内の市町村の防災担当部局を含む。）との連携の下、
ハザードマップ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居
住しているか確認を行うよう努めるものとする。また、市町
村の防災担当部局との連携の下、自宅療養者等の避難の確保
に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、
自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよ
う努めるものとする。 

 

１ 緊急避難場所・避難所・避難道路の確保（県総合政策局、
県土木部、市町村） 

１ 緊急避難場所・避難所・避難道路の確保（県危機管理局、
県土木部、市町村） 

県機構改革
に伴う修正 

（１）指定緊急避難場所及び指定避難所の確保   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
  ア 指定緊急避難場所及び指定避難所の設置 
   （略） 

 
 

 

    市町村は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を 
含む。）には、必要に応じ、避難準備・高齢者等避難開始
の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に
対し周知徹底を図る。また、災害の想定等により必要に応
じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近
隣市町村に設けるものとする。 

    市町村は、災害時には、必要に応じ、避難準備・高齢者
等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設
し、住民等に対し周知徹底を図る。また、災害の想定等に
より必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急
避難場所を近隣市町村に設けるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

   （追加） そして、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等に
ついて、住民への周知徹底を図るものとする。また，災害
時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知すること
も想定し、ホームページやアプリケーション等の多様な手
段の整備に努めるものとする。 
また、市町村は，福祉避難所について、受入れを想定し

ていない避難者が避難してくることがないよう、必要に応
じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する
際に、受入れ対象者を特定して公示するものとする。 
市町村は、前述の公示を活用しつつ、福祉避難所で受け

入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避難計画等を
作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所
へ直接避難することができるよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

   （略）   
    なお、指定緊急避難場所及び指定避難所の指定について

は、地域の人口動態や施設の変更等の状況に応じて適宜見
直すものとする。また、船舶による避難も考慮におくもの
とする。 

  

   （追加） 
 

県及び市町村は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症
対策のため、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等
を確認しておくとともに，感染症患者が発生した場合の対応
を含め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要
な措置を講じるよう努めるものとする。また、必要な場合に
は、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテル・旅館
等の活用を含めて、可能な限り多くの避難所の開設に努める
ものとする。 
さらに、市町村は、避難生活が必要な住民に対しては、避

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
難所が過密になることを防ぐため、可能な場合には親戚や友
人の家等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を
踏まえて、自宅等で身の安全を確保することができる場合
は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや避難時
の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえ
って危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきことに
ついても検討するよう周知に努めるものとする。 

  イ 指定避難所における施設、設備の整備   
  （ア）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を

確保し、水、食料、非常用電源、常備薬、炊出し用具、
毛布、暖房用具等避難生活に最低限必要な物資、資機材
を確保するほか、飲料水兼用耐震性貯水槽や備蓄倉庫、
ＬＰガス設備等の整備に努める。 

   （追加） 

（ア）指定避難所又はその近傍で、地域完結型の備蓄施設を
確保し、水、食料、非常用電源、常備薬、マスク、消毒
薬、生理用品、段ボールベッド、パーティション、炊出
し用具、毛布、暖房用具等避難生活に最低限必要な物資、
資機材を確保するほか、飲料水兼用耐震性貯水槽や備蓄
倉庫、ＬＰガス設備等の整備に努める。なお、備蓄物資
の調達に当たっては、要配慮者等への配慮にも留意す
る。 
 また、必要に応じ指定避難場所の電力容量の拡大に努
めるものとする。 

 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
「 生 理 用
品」追加（パ
ブコメによ
る） 

  （イ）井戸、仮設（簡易）トイレ、マット、非常用電源、衛
星携帯電話等の通信機器等避難生活に必要な施設、設備
の整備に努めるほか、ラジオ、テレビ等災害情報の入手
に資する機器を整備する。 

  （イ）井戸、仮設（簡易）トイレ、マット、非常用電源、衛
星通信等の通信機器等避難生活に必要な施設、設備の整
備に努めるほか、ラジオ、テレビ等災害情報の入手に資
する機器を整備する。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

  ウ 指定避難所における運営体制の整備   

指定避難所においては、多種多様な問題が発生すること
が予想されるため、市町村は、避難所運営委員会の設置を
記載した避難所運営マニュアルを作成し、各地域ごとの実
情を踏まえた避難所運営体制の整備を図るものとし、マニ
ュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のため
に必要な知識等の普及に努める。この際、住民等への普及
に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営できるよう
に配慮するよう努めるものとする。 

指定避難所においては、多種多様な問題が発生すること 
が予想されるため、市町村は、避難所運営委員会の設置を
記載した避難所運営マニュアルを作成し、各地域ごとの実
情を踏まえた避難所運営体制の整備を図るものとし、マニ
ュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のため
に必要な知識等の普及に努める。この際、住民等への普及
に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営できるよう
に配慮するよう努めるものとする。特に、夏季には熱中症
の危険性が高まるため、熱中症の予防や対処法に関する普
及啓発に努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

（略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
県は、市町村における避難所運営マニュアル作成を促進

するため、避難所運営マニュアル策定指針を作成する。 
県は、市町村における避難所運営マニュアル作成を促進

するため、避難所運営マニュアル策定指針を作成する。ま
た、避難所における新型感染症対策など、新たな課題が生
じた場合には、速やかに策定指針を改正し、市町村に周知
するよう努めるものとする。 

 
感染症等対
策に関する
記述を追加 

（２） （略）   
（３）繁華街、観光地における避難所等の確保   

    市町村長が行う避難勧告の対象には、帰宅できない一時
的滞在者も含まれることから、多数の人が集まる繁華街、
観光地においては、これらの者も避難人口に含んだ安全な
指定緊急避難場所及び指定避難所並びに避難道路を確保
するとともに、避難誘導のためのわかりやすい避難標識の
設置に努める。
 

市町村長が行う避難指示の対象には、帰宅できない一時
的滞在者も含まれることから、多数の人が集まる繁華街、
観光地においては、これらの者も避難人口に含んだ安全な
指定緊急避難場所及び指定避難所並びに避難道路を確保
するとともに、避難誘導のためのわかりやすい避難標識の
設置に努める。 

「避難指示」と
「避難勧告」が一
本化されたこと
による修正 
 

（４） （略）   
２ （略）   
３ 物資の確保（県総合政策局、県厚生部、県農林水産部、市
町村、日本赤十字社富山県支部） 

３ 物資等の確保（県危機管理局、県厚生部、県農林水産部、
市町村、日本赤十字社富山県支部） 

県機構改革
に伴う修正 

大規模な地震・津波が発生した場合、ライフラインや 
道路等の損壊により、流通機構は一時的に麻痺状態になる
ことが予想される。県及び市町村等は、呉羽山断層帯の被
害想定を踏まえ、被災者に最低限の食料、飲料水及び生活
必需品等の供給が円滑に行えるよう、現物備蓄や流通備蓄
の体制をあらかじめ定めておく必要がある。 

 
 
 
 
 

 

（追加） そして、県及び市町村は、平時から、訓練等を通じて、
物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うとともに、災害協
定を締結した民間事業者等の災害時の連絡先、要請手続等
の確認を行うよう努めるものとする。 
なお、県及び市町村は、大規模な災害発生のおそれがあ

る場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを用い
て備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されて
いる物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸
送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有す
るなど、備蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のため
の準備に努めるものとする。 

 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

また、震災時に必要不可欠な最低限の食料、飲料水及び   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
生活必需品については、「個人で備蓄しておくことが基本
である。」という認識により、県及び市町村は、日頃から、
個人備蓄の啓発・奨励を行う。 
（略） 

（１）～（２） （略）   
 （３）生活必需品の確保   
  ア 生活必需品の備蓄、調達   

（ア）～（イ） （略）   
（追加） 
 

（ウ）県及び市町村は、新型コロナウイルス感染症を含む感
染症対策として有効である、マスク、消毒液等の備蓄を
奨励するものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

（ウ）～（オ） （略）    （エ）～（カ） （略）  
（追加） 
 

（４）電源の確保 
   病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる

重要施設の管理者は、発災後 72 時間の事業継続が可能
となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

    県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、
電力会社等から円滑な支援を受けられるよう、あらかじ
め、病院等の人命に関わる重要施設及び災害応急対策に
係る機関が保有する施設の非常用電源の設置状況、最大
燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を収集・整理し、
リスト化を行うよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

４ （略）   
 ５ 被災者等への的確な情報伝達活動   
    市町村は、被災者等への情報伝達手段として、特に市町

村防災行政無線等の無線系（戸別受信機を含む。）の整備
を図るとともに、有線系や携帯電話も含め、要配慮者にも
配慮した多様な手段の整備に努めるとともに、要配慮者、
災害により孤立するおそれのある地域の被災者、帰宅困難
者等、情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情報
伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 

市町村は、被災者等への情報伝達手段として、特に市町
村防災行政無線等の無線系（戸別受信機を含む。）の整備
やＩＰ通信網、ケーブルテレビ網等の活用を図り、災害情
報を被災者等へ速やかに伝達する手段の確保に努めると
ともに、有線系や携帯電話も含め、要配慮者にも配慮した
多様な手段の整備に努めるとともに、要配慮者、災害によ
り孤立するおそれのある地域の被災者、帰宅困難者等、情
報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情報伝達でき
るよう必要な体制の整備を図る。 

 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
また、国、県、市町村及び放送事業者等は地震に関する

情報及び被災者に対する生活情報を常に伝達できるよう、
その体制及び施設、設備の整備を図る。 

また、国、県、市町村及び放送事業者等は地震に関する
情報及び被災者に対する生活情報を大規模停電時も含め
常に伝達できるよう、その体制及び施設、設備の整備を図
る。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

   （追加） 電力会社は、停電時にインターネット等を使用できない
被災者に対する被害情報等の伝達に係る体制の整備に努
めるものとする。 
国及び電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段

の提供等について利用者への周知に努めるとともに、通信
障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整
備を図るものとする。 

 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 
 

なお、国、県及び市町村は、居住地以外の市町村に避難
する被災者に対して必要な情報や支援・サービスを容易か
つ確実に受け取ることのできる体制の整備を図る。 

 
 
 

 
 
 

   （略）   
また、国、県及び市町村は、住民等からの問い合わせ等

に対応する体制についてあらかじめ計画しておく。 
また、国、県、市町村及びライフライン事業者は、住民

等からの問い合わせ等に対応する体制についてあらかじ
め計画しておく。また、国、県、市町村及びライフライン
事業者は、住民等からの問い合わせ等に対応する体制につ
いてあらかじめ計画しておく。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

第４ （略）   
第５ 孤立集落の予防    
１～２ （略）   
３ 通信連絡体制の整備（県警察本部、市町村）   
 （１）集落と役場等との連絡体制の整備   

  ア～エ （略）   
   オ 衛星携帯電話の準備 オ 衛星通信の配備 国防災基本

計画の修正
に伴う変更 

 ４ 事前措置（県総合政策局、県厚生部、県警察本部、市町村）  ４ 事前措置（県危機管理局、県厚生部、県警察本部、市町村） 県機構改革
に伴う修正 

  （略）   
第６ 災害救援ボランティア活動の支援   
（略）   
一方、効果的な活動を展開するためには、ボランティアと被災 一方、効果的な活動を展開するためには、ボランティアと被災 字句修正 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
者とをつなぐ連絡調整機能やボランティア同士の連携が不可欠
であり、このため、県及び市町村は、富山県民ボランティア総合
支援センター（以下「総合支援センター」という。）、富山県社会
福祉協議会、市町村社会福祉協議会、日本赤十字社富山県支部、
大学コンソーシアム富山、ボランティア関係機関・団体と連携し、
災害時において、ボランティアの受入れ等が円滑に行われるよ
う、活動環境の整備を行うものとする。 

者とをつなぐ連絡調整機能やボランティア同士の連携が不可欠
であり、このため、県及び市町村は、富山県民ボランティア総合
支援センター（以下「総合支援センター」という。）、富山県社会
福祉協議会、市町村社会福祉協議会、日本赤十字社富山県支部、
ボランティア関係機関・団体と連携し、災害時において、ボラン
ティアの受入れ等が円滑に行われるよう、活動環境の整備を行う
ものとする。 

 

１ （略）   
２ ボランティアの普及、養成（県総合政策局、市町村） ２ ボランティアの普及、養成（県生活環境文化部、市町村） 県機構改革

に伴う修正 
  （略）   
３ ボランティアの受入体制の整備（県総合政策局、市町村） ３ ボランティアの受入体制の整備（県生活環境文化部、市町

村） 
県機構改革
に伴う修正 

  （略）   
第７節 農林水産業の雪害予防   
第１ 作目別予防対策   
 １～２（略）   
３ 果樹（北陸農政局、県農林水産部）   

    県等は、年最深積雪１５０センチメートル以下の地域を
園地造成の基本として、樹形の仕立及び棚強度の確保等雪
害防止対策について次のとおり指導するとともに、的確な
降積雪情報の伝達及び園地見まわりの徹底を図り、計画的
な除融雪を促進する。 

    県等は、最大積雪深が概ね２メートル以下の地域を園地
造成の基本として、樹形の仕立及び棚強度の確保等雪害防
止対策について次のとおり指導するとともに、的確な降積
雪情報の伝達及び園地見まわりの徹底を図り、計画的な除
融雪を促進する。 

農林水産省「果
樹農業振興基
本方針」（果樹
に適する自然
的条件に関す
る基準に基づ
き修正 

  （１）～（２） （略）   
  （３）降雪前対策   
   ア 粗剪定を実施する    ア 粗せん定を実施する 字句修正 
   イ 枝梢の結束を行う   
   ウ 支柱及び棚の点検と補強を励行する   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
   （追加） エ 暴風網、防鳥網は降雪前までには撤収する 『園芸作物

栽培マニュ
アル（果樹
編）』に追加
された項目
を反映 

４ 園芸用施設（北陸農政局、県農林水産部）   
（１）県等は、園芸用施設安全構造基準に基づき積雪荷重８０ 

kgf／㎡に耐え得る強度と屋根雪の滑落を考慮した屋根勾
配４／１０～５／１０をめやすとした施設の設置を促進
する。 

（１）県等は、園芸用施設設計施工標準仕様書に基づき積雪荷
重８００N／㎡に耐え得る強度と屋根雪の滑落を考慮した
屋根勾配３／１０～５／１０をめやすとした施設の設置
を促進する。 

一般社団法人
日本施設園芸
協会「園芸用施
設設計施工標
準仕様書」（令
和元年 5月）に
合わせた修正 

（２）滑落した雪が軒高以上に堆積しないよう、最大堆積幅の
１．８倍の棟間隔を確保する。 

（２）側圧によるハウスの倒壊を免れるために、除雪できる程
度のハウスの間隔を確保する。 

平成 26 年 2 月
大雪被害にお
ける施設園芸
の被害要因と
対策指針に基
づき修正 

 （３） （略）   
（４）ハウス内に補強用の支柱等を取り付ける。 （４）ハウスの耐雪強度を把握し、補強資材による構造強化対

策（筋交い補強、タイバー・斜材で X型補強、中柱補強等）
を実施する。 

 

 （５）～（８） （略）   
５ 畜 産（北陸農政局、県農林水産部） ５ 畜産（北陸農政局、県農林水産部）  

 （１） （略）   
（２）滑落した雪が軒高以上に堆積しないよう、速やかな除融

雪に努める。 
（２）滑落した雪が軒高以上に堆積しないよう、速やかな除排

雪に努める。 
実情に応じ
た変更 

 （３） （略）   
（４）市町村は、畜産農家が、山間地へ移転するケースが増え

ていることから、移転計画を踏まえた道路除雪等に配慮す
る。 

（４）市町村は、中山間地域に立地する畜産農家が、山間地へ
移転するケースが増えていることから、移転計画を踏まえ
た道路除雪等に配慮する。 

字句追加 

６ 水 産（北陸農政局、県農林水産部） ６ 水産（北陸農政局、県農林水産部） 字句修正 
  （略）   （略）  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
７ 林 産（北陸農政局、中部森林管理局、県農林水産部） ７ 林産（北陸農政局、中部森林管理局、県農林水産部） 字句修正 

  （略）   
第２ 経営指導等による事前措置   
１ 農 産（北陸農政局、県農林水産部） １ 農産（北陸農政局、県農林水産部） 字句修正 

 （１） （略）   
（２）除排雪計画の樹立と人夫の事前確保 （２）除排雪計画の策定と事前準備 字句修正 

 （３）～（４） （略）   
２ 畜 産（北陸農政局、県農林水産部） ２ 畜産（北陸農政局、県農林水産部） 字句修正 

 （１） （略）   
（２）除排雪計画の樹立と人夫の事前確保 （２）除排雪計画の策定と事前準備 字句修正 

 （３）～（６） （略）   
３ 水 産（北陸農政局、県農林水産部） ３ 水産（北陸農政局、県農林水産部） 字句修正 

  （略）   
４ 林 産（北陸農政局、中部森林管理局、県農林水産部） ４ 林産（北陸農政局、中部森林管理局、県農林水産部） 字句修正 

  （略）   
第８節 （略）   
第９節 防災行動力の向上   

第１ 防災意識の高揚   
 （略）   
その際、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者
の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を支援する
体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女のニーズの
違い等双方の視点に十分配慮する。 

  

（追加） さらに、過去の災害の教訓を踏まえ、全ての県民が災害から自
らの命を守るためには、県民一人一人が確実に避難できるように
なることが必要である。このため、地域の関係者の連携の下、居
住地、職場、学校等において、地域の災害リスクや自分は災害に
遭わないという思い込み（正常性バイアス）等の必要な知識を教
える実践的な防災教育や避難訓練を実施に努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

また、防災への関心を低下させないためにも、継続的な啓発活
動に努めるものとする。 

  

 １ （略）   
 ２ 児童生徒等に対する防災教育（県経営管理部、県教育委員

会、市町村）  
 

 
 
 

（１）防災広報の充実 （１）防災広報の充実  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
  県教育委員会は、児童生徒を対象に自らの身を守るため 
災害発生時及び平常時の心得を盛り込んだ、広報内容は児
童生徒の発達段階に応じたＰＲパンフレットを発行し、県
内の小、中学校及び高等学校に配布する。 

  県教育委員会は、児童生徒を対象に自らの身を守るため 
災害発生時及び平常時の心得を盛り込んだ児童生徒の発
達段階に応じたＰＲパンフレットの活用について県内の
小、中、義務教育学校、高等学校及び特別支援学校に周知
を図る。 

県内に義務教育学
校が新設されたこ
とに伴う区分の追
加 
特別支援学校を追
加（パブコメによ
る） 

（２）防災教育の充実   
  ア 学校教育における防災教育   
  （ア）～（ウ） （略）   
  （エ）運行状況及び見通し等について、防災に関する安全教

育は、各教科や道徳の時間に加え、総合的な学習の時
間の活用により災害に対応する能力を高める学習や
特別活動の学校行事及び学級活動、ホームルーム等に
おいて、ＰＴＡや地域住民も参加した実践的な避難訓
練等を行うよう努める。 

  （エ）運行状況及び見通し等について、防災に関する安全教
育は、各教科（道徳を含む。）に加え、総合的な学習
の時間の活用により災害に対応する能力を高める学
習や特別活動の学校行事及び学級活動、ホームルーム
等において、ＰＴＡや地域住民も参加した実践的な避
難訓練等を行うよう努める。 

字句修正 

  （追加）   （オ）防災教育は、避難行動への負担感、過去の被災経験等
を基準にした災害に対する危険性の認識、正常性バイ
アス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸
することなく適切な行動がとれるようにする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

  （オ）～（カ） （略）   （カ）～（キ） （略）  
  イ （略）   
 ３ 県民に対する防災知識の普及（県総合政策局、県警察本部、

市町村） 
 ３ 県民に対する防災知識の普及（県危機管理局、県警察本部、

市町村） 
県機構改革
に伴う修正 

県及び市町村は、県民に対し、最低３日間分（推奨１週
間分）の食料・飲料水等の個人備蓄、非常持出品の準備等
家庭での予防・安全対策及び災害発生時にとるべき行動な
ど防災知識の普及啓発を図る。また、防災週間や防災関連
行事等を通じ、住民に対し、災害時のシミュレーション結
果等を示しながらその危険性を周知するものとする。 

県及び市町村は、県民に対し、専門家の知見も活用しな
がら、最低３日間分（推奨１週間分）の食料・飲料水等の
個人備蓄、非常持出品の準備等家庭での予防・安全対策及
び災害発生時にとるべき行動など防災知識の普及啓発を
図る。また、防災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対
し、災害時のシミュレーション結果等を示しながらその危
険性を周知するものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 （１） （略）   
 （２）普及の内容   
  ア （略）   

  イ 雪害に対する一般的知識   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
    （追加）     ・避難行動に関する知識  

     ・警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避
難の発令時にとるべき行動 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

  ウ （略）   
  エ 普段からの心がけ   
  （ア）～（キ） （略）   
  （追加） 
  （ク）～（ケ） （略） 
  オ （略） 

（ク）自動車へのこまめな満タン給油 
（ケ）～（コ） 

 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

４ 防災意識調査（県総合政策局、市町村） ４ 防災意識調査（県危機管理局、市町村）  
５～６ （略）   

第２ 自主防災組織の強化   
 １ 地域における自主防災組織の充実（県総合政策局、市町村）  １ 地域における自主防災組織の充実（県危機管理局、市町村）  
 （１）自主防災組織の結成   

  県内における自主防災組織は、育成主体である市町村が
指導・助言を行うことで、年々その組織化が進んでいる。
しかし、都市部等での組織率が低い点や活動のマンネリ
化、低迷などの課題の解消を図るため、平成 21 年度に自
主防災アドバイザー制度を創設し、県はアドバイザーの発
掘と養成を行い、市町村はアドバイザーを活用し、自主防
災組織の結成や活動の活性化を図っている。こうした取組
みにより、今後とも、県及び市町村は、自主防災組織の結
成拡充を図るため、積極的かつ計画的な啓発活動を行い、
その組織化を促進する。 

  県内における自主防災組織は、育成主体である市町村が
指導・助言を行うことで、年々その組織化が進んでいる。
しかし、都市部等での組織率が低い点や活動のマンネリ
化、低迷などの課題があるため、県及び市町村は、自主防
災組織の結成拡充を図るため、積極的かつ計画的な啓発活
動を行い、その組織化を促進する。 

 
 
 
自主防災ア
ドバイザー
制度終了に
伴う修正 

 （２）自主防災組織の育成   
  災害時において重要な役割を担う自主防災組織の育成
を図るため、県及び市町村は、自主防災アドバイザーを活
用するなどして、より一層きめこまやかな指導・助言や、
地域において、防災リーダーとなる防災士の育成を行うと
ともに、防災活動に必要な各種マニュアルや自主防災組織
研修用教材、自主防災組織化・活動ハンドブックの作成配
布、リーダー養成講習会の実施、防災講習会、座談会、映
画会等の開催など教育訓練を受ける機会の提供に努める
ものとする。 

  災害時において重要な役割を担う自主防災組織の育成
を図るため、県及び市町村は、きめこまやかな指導・助言
や、地域において、防災リーダーとなる防災士の育成を行
うとともに、防災活動に必要な各種マニュアルや自主防災
組織研修用教材、自主防災組織化・活動ハンドブックの作
成配布、リーダー養成講習会の実施、防災講習会、座談会、
映画会等の開催など教育訓練を受ける機会の提供に努め
るものとする。 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 （３）～（６） （略）   
 （追加）  （７） 地区防災計画の策定 

   県及び市町村は、自主防災組織等による地区防災計画の策
定促進に努めるものとする。 

地区防災計
画の策定促
進を追記 

 ２ 企業防災の促進（県総合政策局、市町村）  ２ 企業防災の促進（県危機管理局、市町村） 県機構改革
に伴う修正 

  （略）   
 ３ （略）   
第３ （略）   
第４ 防災訓練の充実   
 （略）   
また、訓練の実施にあたっては、訓練の目的を具体的に設定し

た上で、被害の想定を明らかにするとともに、あらかじめ設定し
た訓練効果が得られるように、昼間人口・夜間人口の違いなど住
民の生活実態も勘案しながら、訓練参加者・実施時間、使用する
器材等の訓練環境などについて具体的な設定を行い、参加者自身
の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的なものとなるよ
う工夫する。 

また、訓練の実施にあたっては、訓練の目的を具体的に設定し
た上で、被害の想定を明らかにするとともに、あらかじめ設定し
た訓練効果が得られるように、昼間人口・夜間人口の違いなど住
民の生活実態も勘案しながら、訓練参加者・実施時間、使用する
器材等の訓練環境などについて具体的な設定を行い、参加者自身
の判断も求められる内容を盛り込む、大規模広域災害時に円滑な
広域避難が可能となるように関係機関と連携するなど実践的な
ものとなるよう工夫する。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

なお、訓練後は評価を行い、課題を明らかにし、必要に応じて
改善を行うとともに、次回の訓練に反映させるものとする。 

なお、訓練後は評価を行い、課題を明らかにし、必要に応じて
改善を行うとともに、次回の訓練に反映させるものとする。 

 

 １～２ （略）   
 （追加）  ３ 地域の住民や団体等が主体の訓練の実施促進  
 県及び市町村は、地域の住民や、事業所、学校等が主体と

なった地域の災害リスクに基づいた防災訓練が実施される
よう、働きかけるものとする。その際には、夜間等様々な条
件に配慮し、きめ細かく実施されるよう助言し、住民の災害
時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を
図るものとする。また、新型コロナウイルス感染症を含む感
染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染
症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する
ものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

  ４ 防災訓練における要配慮者への配慮  
 県及び市町村は、地域の住民や、事業所、学校等が主体と

なった地域の災害リスクに基づいた防災訓練が実施される
国防災基本
計画の修正
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
よう、働きかけるものとする。その際には、夜間等様々な条
件に配慮し、きめ細かく実施されるよう助言し、住民の災害
時の避難行動、基本的な防災用資機材の操作方法等の習熟を
図るものとする。また、新型コロナウイルス感染症を含む感
染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備え、感染
症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する
ものとする。 

に伴う変更 
 

第５ 要配慮者の安全確保   
 １ 要配慮者対策（県総合政策局、県厚生部、市町村）  １ 要配慮者対策（県危機管理局、県厚生部、市町村） 県機構改革

に伴う修正 
（１）避難行動要支援者の支援   
ア  避難支援体制の整備   
  避難行動要支援者の避難支援体制を整備するため、市町
村においては、市町村地域防災計画に避難行動要支援者名
簿に掲載する者の範囲や避難支援等関係者となる者等を
定めるとともに、国の「避難行動要支援者の避難行動支援
に関する取組指針」を踏まえ、全体計画の策定、避難行動
要支援者名簿の作成、避難行動要支援者一人ひとりの支援
方法、避難経路などを盛り込んだ個別計画を策定するよう
努める。県においては、市町村の避難行動要支援者の避難
支援体制の整備が進むよう市町村を支援する。 

  

 （追加）   市町村は、個別避難計画が作成されている避難行動要支
援者が居住する地区において、地区防災計画を定める場合
は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計
画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及
び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努める
ものとする。また、訓練等により、両計画の一体的な運用
が図られるよう努めるものとする。 

 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

イ 避難行動要支援者名簿の作成   
  市町村は、市町村地域防災計画に基づき、防災担当部局
と福祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要支援
者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成す
る。また、避難行動要支援者名簿については、地域におけ
る避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする

  市町村は、市町村地域防災計画に基づき、防災担当部局
や福祉担当部局など関係部局の連携の下、平常時より避難
行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名
簿を作成する。また、避難行動要支援者名簿については、
地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新する
とともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名
簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に
努める。 

必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的
に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合に
おいても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適
切な管理に努める。 

 （追加）   そして、市町村は、福祉専門職、社会福祉協議会、民生
委員、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携し
て、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意
を得て、個別避難計画を作成するよう努めるものとする。
また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況
の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方
法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応
じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合
においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難
計画情報の適切な管理に努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

  また、市町村は、避難支援等に携わる関係者として市町
村地域防災計画に定めた消防機関、警察、民生委員・児童
委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に対し、避難行動
要支援者本人の同意を得ることにより、または、当該市町
村の条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿
を提供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難
行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安
否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、
名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講ずる。 

  また、市町村は、市町村地域防災計画に定めるところに
より、消防機関、警察、福祉専門職、民生委員・児童委員、
社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わる関
係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者
の同意を得ることにより、または、当該市町村の条例の定
めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提
供するとともに、多様な主体の協力を得ながら、避難行動
要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援、安否確
認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、名
簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講ずる。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 （追加）   市町村は、市町村地域防災計画に定めるところにより、
消防機関、警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、
自主防災組織など避難支援等に携わる関係者に対し、避難
行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同意、または、
当該市町村の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別
計画を提供するものとする。その際、個別避難計画情報の
漏えいの防止等必要な措置を講じるものとする。 
 市町村は、個別避難計画が作成されていない避難行動要
支援者についても、避難支援等が円滑かつ迅速に実施され
るよう、平常時から、避難支援等に携わる関係者への必要
な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避難

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
支援体制の整備など、必要な配慮をするものとする。 
 市町村は、地区防災計画が定められている地区におい
て、個別避難計画を作成する場合は、地区防災計画との整
合が図られるよう努めるものとする。また、訓練等により、
両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

 ２ （略）   
 ３ 外国人の安全確保対策（県観光・交通・地域振興局、市町

村） 
 ３ 外国人の安全確保対策（県危機管理局、県地方創生局、市

町村） 
県機構改革
に伴う変更 

  （略）   
第 10節 調査研究 
調 査 研 究 名 【 所 管 】 調査研究概要（実施期間） 

富山県降積雪及び気温観測調査 

【総合政策局：防災・危機管理課】 

（略） 

（略）  
 

 
調 査 研 究 名 【 所 管 】 調査研究概要（実施期間） 

富山県降積雪及び気温観測調査 

【危機管理局：防災・危機管理課】 

（略） 

（略）  
 

 
県機構改革
に伴う変更 

第３章 雪害応急対策    

第１節 予警報の伝達   
第１ 雪等に関する予警報の種類及び発表基準（富山地方気象

台） 
  

 １ 特別警報の種類及び発表基準   
  （略）   
 ２ 警報・注意報の種類及び発表基準   
   

発表官署 富山地方気象台 

（略） （略） 
 

  令和２年８月６日現在   

発表官署 富山地方気象台 

（略） （略） 
 

日付追記 

  （追加）   【警報・注意報基準一覧表の解説】  
（１）本表は、気象に関する警報・注意報の発表基準を一覧表に
示したものである。特別警報及び地震動・津波・火山に関する警
報の発表基準は、別の資料を参照。  
（２）警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して
行う予報であり、注意報とは、災害が起こるおそれのある旨を注
意して行う予報である。警報・注意報は気象要素が本表の基準に
達すると予想される当該市町村等に対して発表する。  
（３）暴風雪警報、風雪注意報の（ ）内は基準として用いる気

風水害編に
準じた記述
とするため
修正 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
象要素を示す。  
（４）暴風雪警報、大雪警報、風雪注意報、大雪注意報では、基
準における「・・・以上」の「以上」を省略した。上記以外の注
意報では、基準の標記が多岐にわたるため、省略は行っていない。  
（５）表中において、発表官署が警報・注意報の本文中で用いる
「平地、山地」等の地域名で基準値を記述する場合がある。  
（６）地震や火山噴火等の不測の事態により気象災害にかかわる
諸条件が変化し、通常の基準を適用することが適切ではない状態
となることがある。このような場合は、非常措置として基準のみ
にとらわれない警報・注意報の運用を行うことがある。また、こ
のような状態がある程度長時間継続すると考えられた場合には、
特定の警報・注意報について、対象地域を最小限の範囲に限定し
て「暫定基準」を設定し、通常より低い基準で運用することがあ
る。 

  （追加） （注）発表基準は、災害発生に密接に結びついた指標を用
いて設定している。警報・注意報の基準は、市町村ごと
に過去の災害を網羅的に調査した上で、重大な災害の発
生するおそれのある値を警報の基準に、災害の発生する
おそれのある値を注意報の基準に設定している。 
また、概ね平地は海抜 200m未満、山間部は 200m以上の
地域である。 

 

（注）１ 警報・注意報に東部、西部の地域名を付したときの区
分は次のとおりである。  

   （１）東部  
      東部北・・・朝日町・入善町・黒部市・魚津市・滑川市  
      東部南・・・富山市・立山町・上市町・舟橋村 

（２）西部  
      西部北・・・高岡市・射水市・氷見市・小矢部市  
      西部南・・・砺波市・南砺市  

  （削除） 風水害編に
準じた記述
とするため
削除 

  （追加） ３ 気象警報・注意報の発表区域 

一次細分

区域 

市町村等をまと

めた地域 

市町村 

東部 東部北 朝日町・入善町・黒部市・魚津市・滑川市  

風水害編に
準じた記述
とするため
追記 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 

 

東部南 富山市・立山町・上市町・舟橋村 

西部 
西部北 高岡市・射水市・氷見市・小矢部市 

西部南 砺波市・南砺市 

  （追加） ４ 富山県気象情報 
  大雪による大規模な交通障害の発生するおそれが高まり、一
層の警戒が必要となるような短時間の大雪となることが見込
まれる場合、「顕著な大雪に関する富山県気象情報」という表
題の気象情報が発表される。 

顕著な大雪
に関する情
報に関して
追記 
 

第２ 伝達体制   
 １ 伝達体制（富山地方気象台、県総合政策局、県土木部、市

町村） 
 １ 伝達体制（富山地方気象台、県危機管理局、県土木部、市

町村） 
県機構改革
に伴う変更 

   （略）   
 ２ 非常時の伝達体制（各防災関係機関） 
 （１） （略） 
 

伝  達  機  関 関 係 機 関 措 置 

（略） （略） 

西日本旅客鉄道株式会社（施設指

令、富山工務管理センター） 

連絡員派遣 

（略） （略） 

  富山地方鉄道株式会社（技術課）  移動無線車及び連絡員派遣 

（略） （略） 

 （２） （略） 

 
 
 

伝  達  機  関 関 係 機 関 措 置 

（略） （略） 

西日本旅客鉄道株式会社（北陸広

域鉄道部 施設科） 

連絡員派遣 

（略） （略） 

  富山地方鉄道株式会社（技術部）  移動無線車及び連絡員派遣 

（略） （略） 
 

 
 
 
 
 
組織変更に
伴う名称の
変更 
 
名称の変更 

３ 気象予警報等伝達系統図（各防災関係機関）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
   

 
 
 
 
伝達方法の
変更 

  （略）   
第２節 応急活動体制   
第１ 県の活動体制   
 １ 職員の非常配備・参集（県総合政策局）  １ 職員の非常配備・参集（県危機管理局） 県機構改革

に伴う変更 
  （略）   
 ２ 県災害対策本部等の設置（県総合政策局）  ２ 県災害対策本部等の設置（県危機管理局） 県機構改革

に伴う変更 
（１） （略）   

 （２）組織   
   ア 本部 
   （ア）～（イ） （略） 
 
 
 
 
 

  

県災害対策本部組織図   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
  県機構改革

に伴う変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
緊急消防援
助隊の応援
等の要請等
に関する要
綱（消防庁）
に準拠 

   （ウ）～（オ） （略）   
   イ～ウ （略）   
（３）～（５） （略）   
（６）災害対策本部室   

ア （略）   
イ 本部室長は、総合政策局長をもって充てる。 イ 本部室長は、危機管理監をもって充てる。 字句修正 
ウ 本部室には、総務班、管財班、広報班、災害救助班、

医務班、建設技術企画班、警備班、ボランティア班、
航空班及び本部長の指示する各班の班員若干名・各部
連絡員並びに本部室長が指名する避難者対策特別チ
ーム、被災市町村支援チーム及び災害医療対策チーム
を配置する。 

ウ 本部室には、総務班、管財班、広報班、災害救助班、
医務班、建設技術企画班、警備班、県民生活・ボラン
ティア班、航空運用調整班及び本部長の指示する各班
の班員若干名・各部連絡員並びに本部室長が指名する
避難者対策特別チーム、被災市町村支援チーム及び災
害医療対策チームを配置する。 

県機構改革
に伴う変更 
 
緊急消防援
助隊の応援
等の要請等
に関する要
綱（消防庁）

 

各
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
班

本部員会議

本 部 長

副 本 部 長

（知 事）

（危機管理監）

室 員

各班の班員

本　　部　　室

警察部

総務班員

管財班員

医務班員

建設技術企画班員

公営企業部

（副知事）

広報班員

災害救助班員

土木部

経理部

文教部

各部局長

教育長

警察本部長

企業局長 商工労働部

農林水産部

室 長

本 部 員 会計管理者

公営企業管理者

危機管理監

本部長（知事） 副本部長（副知事）

危機管理部

知事政策部

地方創生部

経営管理部

生活環境文化部

厚生部

各部連絡員

避難者対策特別チーム

被災市町村支援チーム

災害医療対策チーム

航空運用調整班員

警備班員

県民生活・ボランティア班員

 

各
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
班

本部員会議

本 部 長

副 本 部 長

（知 事）

（危機管理監）

室 員

各班の班員

本　　部　　室

警察部

総務班員

管財班員

医務班員

建設技術企画班員

公営企業部

（副知事）

広報班員

災害救助班員

土木部

経理部

文教部

各部局長

教育長

警察本部長

企業局長 商工労働部

農林水産部

室 長

本 部 員 会計管理者

公営企業管理者

危機管理監

本部長（知事） 副本部長（副知事）

危機管理部

総合政策部

観光・交通部

経営管理部

生活環境文化部

厚生部

各部連絡員

避難者対策特別チーム

被災市町村支援チーム

災害医療対策チーム

航空班員

警備班員

ボランティア班員
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
に準拠 

エ （略）   
（７） （略）   
（８）非常（緊急）災害現地対策本部との連携 

また、県は、国が開催する連絡会議及び調整会議におい 
て、自らの対応状況や被災市町村等を通じて把握した被災
地の状況等を関係省庁等に共有し、必要な調整を行うよう
努めるものとする。 
（追加） 
 
 

 

 
 
 
 
 
また、県は、国が開催する連絡会議及び調整会議にお

いて、自らの対応状況や被災市町村等を通じて把握した
被災地の状況等を関係省庁等に共有し、必要な調整を行
うよう努めるものとする。 

 
 
 
 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 （９） （略）   
第２～第３ （略）   
第４ 災害救援ボランティアの受入れ   
大規模な災害が発生した時は、県の内外から救援ボランティア

として多数の参加が予想される。このため、県及び市町村は、ボ
ランティア関係機関・団体と相互に連携し、災害救援ボランティ
ア本部を設置して、救援ボランティアの円滑な受入と活動が効果
的に行われるよう努めるものとする。 

大規模な災害が発生したときは、県の内外から救援ボランティ
アとして多数の参加が予想される。このため、県及び市町村は、
ボランティア関係機関・団体と相互に連携し、災害救援ボランテ
ィア本部を設置して、救援ボランティアの円滑な受入と活動が効
果的に行われるよう努めるものとする。 

表記の統一 

（追加） ただし、災害救援ボランティアの受け入れ対象地域については
新型コロナウイルス感染症等の感染状況を踏まえ適宜判断する
ものとし、受け入れの際は必要な感染防止措置を講じるものとす
る。 

現状の新型コ
ロナウイルス
感染症の状況
に伴う修正 

 １ ボランティア班の設置（県総合政策局）  １ 県民生活・ボランティア班の設置（県生活環境文化部） 県機構改革
に伴う変更 

  県災害対策本部室に、ボランティア班を設置する。   県災害対策本部室に、県民生活・ボランティア班を設置する。  
 （１）ボランティア班の主な業務  （１）県民生活・ボランティア班の主な業務  
  （略）   
 ２ 富山県災害救援ボランティア本部の設置（県総合政策局）  ２ 富山県災害救援ボランティア本部の設置（県生活環境文化

部） 
 

  （略）   
 ３～４ （略）   
第５ 帰宅困難者対策（県総合政策局、市町村） 第５ 帰宅困難者対策（県危機管理局、市町村） 県機構改革
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
に伴う変更 

 （略）   
第３節 情報の収集・伝達   
第１ 被害状況等の収集・伝達活動   
 １～３ （略）   
 ４ 被害情報の収集活動（県各部局）   
 （１）～（２） （略）   
 （３）ヘリコプター保有機関による上空からの情報収集 

県消防防災ヘリコプター及び自衛隊、国土交通省や海上
保安本部等の航空機の上空からの目視、県消防防災ヘリコ
プター、県警ヘリコプター及び国土交通省ヘリコプターの
ヘリコプターテレビ電送システムにより情報を収集する。 
（追加） 
 

 

 （３）ヘリコプター等保有機関による上空からの情報収集 
県消防防災ヘリコプター等及び自衛隊、国土交通省や海

上保安本部等の航空機の上空からの目視、県消防防災ヘリ
コプター、県警ヘリコプター及び国土交通省ヘリコプター
のヘリコプターテレビ電送システムにより情報を収集す
る。 
また、無人航空機を保有する機関においては、必要に応

じて撮影等により情報を収集する。 

 
 
 
 
 
 
防災基本計
画の修正を
受けての追
加、修正 

  

 

 （４）～（９） （略） 
 
 
 

  

 

消防庁

地域衛星通信

ネッ トワ ーク

スーパ ー バード

首 相官邸

内閣府

県庁 （統 制局 ）

放 送 局

呉羽山

ヘ リコプ ター テレ ビ 電 送 システム

（機 上設備 ）

可 搬 ヘ リテ レ 受 信装置 （国 の貸与 ）

＋ 衛星車載局 （県 有 ）

多 重 無線

ヘリ コプ ターテレ ビ電 送 システム

（地 上 設備 ）

富山県消防防災ヘ リ コプ ター ・テ レビ 電送 シス テム

県 民

市町村



富山県地域防災計画（雪害編）新旧対照表 

- 44 - 
 

現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
５ 被害情報等の収集担当部班（室課）（県各部局）   
 被 害 項 目 担 当 部 班 備考（室課名） 

人的・家屋被害 総合政策部 総務班 防災・危機管理

課 

（略）   

鉄道施設被害 観光・交通・地域振興部 地域交通・新幹線

政策班 

総合交通政策室 

空港施設被害 観光・交通・地域振興部 航空政策班 総合交通政策室 

 

 

被 害 項 目 担 当 部 班 備考（室課名） 

人的・家屋被害 危機管理部 総務班 防災・危機管理

課 

（略）   

鉄道施設被害 地方創生部 地域交通・新幹線政策班 総合交通政策室 

空港施設被害 地方創生部 航空政策班 総合交通政策室 

 
 
県機構改革
に伴う変更 
 

 ６ （略）   
 ７ 被害状況の報告（県総合政策局、市町村、各防災関係機関）  ７ 被害状況の報告（県危機管理局、市町村、各防災関係機関） 県機構改革

に伴う変更 
  （略）   
第２ 通信連絡体制   
 県、市町村及び防災関係機関は、震災応急対策に必要な情報収
集・伝達を迅速、的確に行うため、加入電話や専用線電話など、
通常の通信手段を利用するほか、特に必要があるときは、無線電
話、テレビ・ラジオ、非常通信、インターネット等を利用し、防
災機関相互の通信連絡体制を緊密にし、災害応急活動を円滑に遂
行する。 

  

（追加） 国及び電気通信事業者は、速やかに通信障害の状況やその原
因、通信施設の被害や復旧の状況等を関係機関に共有するととも
に、国は、通信施設の早期復旧のため、主導的に関係機関との調
整を行うものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

１ （略）   
２ 無線電話（県総合政策局、県経営管理部、ＮＴＴドコモ） ２ 無線電話（県危機管理局、県経営管理部、ＮＴＴドコモ） 県機構改革

に伴う変更 
 （１）～（３） （略）   
 （４）衛星携帯電話 
    県は、衛星携帯電話を整備し、積極的に活用する。 
 （５）～（６） （略） 

（４）衛星通信 
    県は、衛星通信を整備し、積極的に活用する。 
 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

３ （略）   
 ４ その他（各防災関係機関）   
（１） 利用できる主な施設   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
  ア 警察、消防、水防、鉄道、電気その他災害救助法第 11

条で定める業務を行う機関の保有する無線 
 
 

 
 

通信施設名 通信系統 

（略）  

電気事業用無線 北陸電力(株)、関西電力(株)の各関係機関を結ぶ回線 

（２）  

通信施設名 通信系統 

（略）  

電気事業用無線 北陸電力(株)、北陸電力送配電(株)、関西電力(株)、関西

電力送配電(株)の各関係機関を結ぶ回線 
 

分社化のた
め 
 
 

  イ～ウ （略）   
（３）  （略）   

第３ 広報及び広聴活動   
 １ 広報活動（各防災関係機関）   
 （１） （略）   
 （２）広報活動の内容   
  ア 広域災害広報 
    県全域にわたる広域的な災害に関する県民への広報及

び県外への支援要請の広報については、県をはじめとした
各防災関係機関が、防災行政無線、放送、新聞、広報車等
の広報媒体に加え、ケーブルテレビ、インターネット、臨
時のＦＭ放送、携帯端末の緊急速報メール機能等を活用
し、次の事項を中心に広報を実施する。また、多様な媒体
へ迅速に情報を伝達するためＬアラート（災害情報共有シ
ステム）等による伝達手段の多重化・多様化に努めるもの
とする。 

 
県全域にわたる広域的な災害に関する県民への広報及 

び県外への支援要請の広報については、県をはじめとした
各防災関係機関が、防災行政無線、放送、新聞、広報車等
の広報媒体に加え、ケーブルテレビ、ウェブサイト、ソー
シャルメディア、携帯端末の緊急速報メール機能、臨時の
ＦＭ放送、チラシの張り出し、配付等の紙媒体等適切な媒
体を活用し、次の事項を中心に広報を実施する。また、多
様な媒体へ迅速に情報を伝達するためＬアラート（災害情
報共有システム）等による伝達手段の多重化・多様化に努
めるものとする。 

 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 
 
 
 
 
 
 

（ア）～（オ） （略）   
イ 地域災害広報   

    地域住民への災害に関する広報については、市町村、消
防及び警察をはじめとした防災関係機関が、防災行政無線、
広報車、ハンドマイク、掲示板等に加え、ケーブルテレビ、
インターネット、臨時のＦＭ放送、携帯端末の緊急速報メ
ール機能等を活用し、次の事項を中心に広報を実施する。
また、多様な媒体へ迅速に情報を伝達するためＬアラート
（災害情報共有システム）等による伝達手段の多重化・多
様化に努めるものとする。 

地域住民への災害に関する広報については、市町村、消
防及び警察をはじめとした防災関係機関が、防災行政無線、
広報車、ハンドマイク、掲示板、チラシの張り出し、配付
等の紙媒体等適切な媒体に加え、ケーブルテレビ、ウェブ
サイト、ソーシャルメディア、携帯端末の緊急速報メール
機能、臨時のＦＭ放送等を活用し、次の事項を中心に広報
を実施する。また、多様な媒体へ迅速に情報を伝達するた
めＬアラート（災害情報共有システム）等による伝達手段

 
 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
の多重化・多様化に努めるものとする。 

 （ア） （略）   
 （イ）発災直後の広報   

  a～d （略） 
   e 避難の指示、勧告（避難地域の状況、緊急避難場所及

び避難所の開設状況等） 
  f （略） 

 
e 避難指示（避難地域の状況、緊急避難場所及び避難 
所の開設状況等） 

 

 （ウ）～（カ） （略）   
（３）～（４） （略）   
 （追加） （５）安否不明者等の氏名等公表 

災害時の安否不明者の氏名等公表については、「災害時
における安否不明者等の氏名等の公表に関するガイドラ
イン」に基づき、対応する。 
 
 

「災害時における
安否不明者等の氏
名等の公表に関す
るガイドライン」を
策定したことによ
る修正 

 ２ （略）   
第４節 交通の確保   
対策の体系   

 
 

 

富山地方鉄
道と富山ラ
イトレール
の合併に伴
う削除 

 
 

 

１ 県の活動体制 
 

 

 

 
 ２ 国土交通省北陸地方整備局（富山河川 

 
 

 第１  道路交通の確保  
   国道事務所）の活動体制 

   

  交  

 
 ３ 高速自動車道における活動体制 

 

  通 

  
 ４ 市町村の活動体制 

 

  の   第２  交通安全対策及び交通流の  
 

 １ 県警察本部 
 

  確    円滑化対策 

  
 ２ 道路管理者 

 

  保  
 

 １ 西日本旅客鉄道㈱金沢支社 

 

 

 

    ２  あいの風とやま鉄道㈱ 

   

 第３  公共交通の確保  

 
 ３ 富山地方鉄道㈱ 

  

 

 
 ４ 加越能バス㈱ 

 

 

 
 ５  万葉線㈱ 

 
  

 ６  富山空港 
 
  

 
 

 

 
 

 

１ 県の活動体制 
 

 

 

 
 ２ 国土交通省北陸地方整備局（富山河川 

 
 

 第１  道路交通の確保  
   国道事務所）の活動体制 

   

  交  

 
 ３ 高速自動車道における活動体制 

 

  通 

  
 ４ 市町村の活動体制 

 

  の   第２  交通安全対策及び交通流の  
 

 １ 県警察本部 
 

  確    円滑化対策 

  
 ２ 道路管理者 

 

  保  
 

 １ 西日本旅客鉄道㈱金沢支社 

 

 

 

    ２  あいの風とやま鉄道㈱ 

   

 第３  公共交通の確保  

 
 ３ 富山地方鉄道㈱ 

  

 

 
 ４ 加越能バス㈱ 

 

 

 
 ５  万葉線㈱ 

 
  

 ６  富山ライトレール㈱ 
  
  

 ７  富山空港 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第１ 道路交通の確保   
 道路管理者は、各々の責務に基づき冬期道路交通の確保を図る
ため、次のとおり除排雪を実施するものとし、各道路管理者は相
互に協力して交差点の確保にあたる。 
また、道路管理者等関係機関相互の情報共有を図ることとし、

豪雪時等においては、道路管理者等の関係機関による「富山冬季
交通確保連携会議」情報連絡本部を北陸地方整備局富山河川国道
事務所に設置し、対応の強化を図るものとする。 

 道路管理者は、各々の責務に基づき冬期道路交通の確保を図る
ため、次のとおり除排雪を実施するものとし、各道路管理者は相
互に協力して交差点の確保にあたる。 
また、道路管理者等関係機関相互の情報共有を図ることとし、

豪雪時等においては、道路管理者等の関係機関による「富山冬期
交通確保連携会議」情報連絡本部を北陸地方整備局富山河川国道
事務所に設置し、対応の強化を図るものとする。 

 
 
 
 
字句修正 

 １ 県の活動体制（県土木部）   
富山県道路除雪計画に基づき、次のとおり実施する。   

 （追加）  （１）基本方針  
 降積雪等により道路交通に支障をきたさないように、県管

理道路の除排雪および路面凍結対策等を適切に実施するとと
もに、災害級の大雪時には各道路管理者や事業者、県民がよ
り一層連携・協力し、早急な道路交通の復旧を図り、安全で
安心、快適な県民生活を確保する。 

検証会議を踏
まえて追記 

 （１） （略）  （２） （略）  
 （２） 除雪区分及び除雪形態  （３） 除雪区分及び除雪形態  
  （略）   
   （１）主要都市間を結ぶ重要道路（主要バス路線を含む）    ①主要都市間を結ぶ重要道路（主要バス路線を含む）  
   （２）高速道路の I.C.・空港・主要な駅・港湾・医療施設・

及びその他重要公共施設等への道路 
   ②高速道路の I.C.・空港・主要な駅・港湾・医療施設・及

びその他重要公共施設等への道路 
 

   （３）その他、物資の輸送に重要な道路等    ③その他、物資の輸送に重要な道路等  
また、除雪は、早期除雪に対応するため、保有除雪機械の

型式並びに道路現況等を勘案し、保有機械を他に貸与して行
う貸与除雪、並びに他より除雪機械及びオペレーターを借り
上げて行う借り上げ除雪に分けて行う。 

また、除雪は、早期除雪に対応するため、保有除雪機械の
型式並びに道路現況等を勘案し、保有機械を他に貸与して行
う貸与除雪、並びに他より除雪機械及びオペレーターを借り
上げて行う借上除雪に分けて行う。 

 
 
 
字句修正 

 （３） 除雪準備  （４） 除雪準備  
  ア～ウ （略）   
  エ 雪捨場の選定 エ 雪捨て場の選定 字句修正 
   運搬排雪作業に備えてあらかじめ適当な雪捨場を選定し、

綿密な排雪計画をたてておく。 
   この選定にあたっては、事前に関係機関等と十分に協議を

行い、了解を得ておく。 
   また、一般住民にも利用されるよう、その位置を周知させ

   運搬排雪作業に備えてあらかじめ適当な雪捨て場を選定
し、綿密な排雪計画をたてておく。 

   この選定にあたっては、事前に関係機関等と十分に協議を
行い、了解を得ておく。 

   また、一般住民も利用できる雪捨て場は、その位置を周知

字句修正 
 
一般住民が
利用できな
い雪捨て場
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
る措置を講じておく。 させる措置を講じておく。 があるため 

 （４） （略）  （５） （略）  
 （５） 除雪作業区分・内容  （６） 除雪作業区分・内容  
  ア 新設除雪作業   
   本作業は、新雪を路側等へ除去することであり、平地部で

は除雪トラック、除雪グレーダにより、道路勾配の急な山
間部では除雪ドーザによる作業が主体となるが、いずれも
圧雪を生じさせないよう早期に作業を実施する。 

本作業は、新雪を路側等へ除去することであり、平地部で
は除雪トラック、除雪グレーダにより、道路勾配の急な山間
部では除雪ドーザによる作業が主体となるが、いずれも圧雪
を生じさせないよう早朝作業の必要がある。 
なお、日中においても、交通量や沿道状況等の路線の重要

性などを勘案のうえ、降雪強度や路側堆雪状況に応じ、早期
に除排雪を行う。 

除雪計画と整
合を図るとと
もに、検証会議
を踏まえて修
正 

  イ 路面整正・圧雪除去作業
   
   本作業は、除雪グレーダ、除雪ドーザ等により路面にある

残雪や圧雪を除去することであるが、圧雪の成長による交
通渋滞を防ぐため、早期の作業実施が特に必要である。 

   本作業は、除雪グレーダ、除雪ドーザ等により路面にある
残雪や圧雪を除去することであるが、圧雪の成長による交
通渋滞を防ぐため、作業の早期取組みが特に重要である。 

除雪計画と
整合を図る
ため修正 

  ウ 拡幅作業

   ウ 拡幅除雪作業  
   本作業は、除雪トラック、除雪グレーダ、除雪ドーザ等に

より、雪堤をさらに路側へ押しのける作業やロータリ除雪
車を用いて路側の雪を吹き飛ばす作業等であり、地形・雪
堤や人家連担の状況等により適切な方法を選定して作業を
実施する。 

   作業にあたっては、沿道家屋に支障を与えたり、街路樹、
道路標識、ガードレール、スノーポール等を損傷しないよ
う特に注意する。 

   本作業は、除雪トラック、除雪グレーダ、除雪ドーザ等に
より、雪堤をさらに路側へ押しのける作業やロータリ除雪
車を用いて路側の雪を吹き飛ばす作業等であり、地形・雪
堤や人家連担の状況等により適切な方法を選定しなければ
ならない。 

   作業にあたっては、沿道家屋に支障を与えたり、街路樹、
道路標識、ガードレール、スノーポール等を損傷しないよ
う特に注意する必要がある。 

除雪計画と
整合を図る
ため修正 

  エ～カ （略）   
 （６）除排雪に際しての配慮  （７）除排雪に際しての配慮  
  ア （略）     
  イ 住民協力を得るための広報活動の実施   
 （ア）～（カ） （略）   
 （追加）  （キ）災害級の大雪時の呼びかけ  

 災害級の大雪が見込まれる場合、車での不要不急の外 
出を控えることを県民や事業者へ呼びかける。 

検証会議を踏
まえて追記 

（７） （略） （８） （略）  
 （８） 県民等への情報提供  （９） 県民等への情報提供  
  ア 富山県除雪情報システムにより収集された降積雪・凍結   ア 除雪情報及び富山県除雪情報システムにより収集され 除雪計画と
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
情報等を各広報機関やインターネット、スマートフォンア
プリ等を通じ、県民や一般通行車両に対し適切に提供す
る。 

た降積雪・凍結情報等を各報道機関やインターネット、ス
マートフォンアプリ等を通じ、県民や一般通行車両に対し
適切に提供する。 

整合を図る
ため修正 

  イ～ウ （略）   
 （９） 豪雪時における体制  （10） 豪雪時における体制  

土木部長は、下記の指定雪量観測点の２分の１以上が概ね
警戒積雪深に達したときを目安として、除雪状況その他を勘
案し北陸地方整備局長と協議し警戒体制への移行を決定す
る。 

土木部長は、下記の指定雪量観測点の２分の１以上が概ね
警戒積雪深に達すると見込まれる場合を目安として、除雪状
況その他を勘案し北陸地方整備局長と協議し警戒体制への移
行を決定する。 

検証会議を踏
まえて修正 

また、指定雪量観測点の大部分が警戒積雪深を大幅に超え、
かつ主要路線における除雪状況、降雪強度、今後の降雪予想
などから、緊急事態に陥る恐れがあると判断される場合又は
大雪に関する特別警報が発令された場合、道路雪害対策本部
長が北陸地方整備局長と協議のうえ、緊急体制に移行する。 

また、指定雪量観測点の大部分が警戒積雪深を大幅に超え、
かつ主要路線における除雪状況、降雪強度、今後の降雪予想
などから、緊急事態に陥る恐れがあると判断される場合又は
大雪に関する特別警報が発令された場合、道路雪害対策本部
長が北陸地方整備局長と協議のうえ、緊急体制に移行を決定
する。 

 
 
 
除雪計画と
整合を図る
ため修正 

  （略）   
  ア （略）   
  イ 緊急体制時においては、緊急確保路線の交通確保のた

め、次の事項について措置を講ずる。 
  イ 緊急体制時においては、「道路除雪計画」に掲げる第１

種、第２種路線の交通確保のため、次の事項について措置
を講ずる。 

除雪計画と
整合を図る
ため修正 

  （ア）～（ウ） （略）   
  ウ 緊急確保路線   ウ 特別重要路線  
   緊急体制時においては、路線の重要性、追加動員可能な除

雪機械台数等を勘案し、原則として、「道路除雪計画」に掲
げる第１種及び第２種路線を優先的に除排雪する。 

   路線の重要性、追加動員可能な除雪機械台数等を勘案し、
原則として、「道路除雪計画」に掲げる特別重要路線を優先
的に除排雪する。 

除雪計画と
整合を図る
ため修正 

   
  （追加）   エ 災害級の大雪時の対応  
    タイムラインに基づき、次の事項などについて措置を講ず

る。 
検証会議を踏
まえて修正 

   （ア）県民・事業者等に車での不要不急の外出を控えること
や、荷主や事業者へ、広域迂回や運送日の調整などを
呼びかける。 

 

   （イ）他の道路管理者が管理する道路であっても、緊急的に
除雪し交通障害の解消を図るなど、相互に連携・応援
できる体制を構築する。 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
   （ウ）臨時の雪捨て場の開設や機動的除雪、排雪作業の準備

など除排雪体制を強化する。 
 

   （エ）スタック車両や放置車両による大規模な滞留が見込ま
れるので、必要に応じ、災害対策基本法に基づき除雪
作業等の支障となる車両の移動に努める。 

 

   （オ）倒木等に伴う道路の通行止めが見込まれるので、ライ
フライン関係者と連携し早期の復旧に努める。 

 

 ２ （略）   
 ３ 高速自動車道における活動体制（中日本高速道路(株)金沢

支社） 
 

 
 
 

 （１）中日本高速道路㈱金沢支社の活動体制   
北陸自動車道及び東海北陸自動車道の冬期間における道路

交通の確保を図るために、毎年 １１月１０日から翌年の４
月１５日まで雪氷対策期間とし、対策期間前までに、次のよ
うな雪に対する準備を行うとともに、除雪作業は「金沢支社
雪氷対策要領」に基づき実施する。 

北陸自動車道、東海北陸自動車道及び舞鶴若狭自動車道の
冬期間における道路交通の確保を図るために、毎年 １１月
１０日から翌年の４月１５日まで雪氷対策期間とし、対策期
間前までに、次のような雪に対する準備を行うとともに、除
雪作業は「金沢支社雪氷対策要領」に基づき実施する。 

字句追加 

 （２） （略）   
第２ （略）   
第３ 公共交通の確保   
 １ 西日本旅客鉄道㈱金沢支社    
 （１）雪害対策本部の設置 
    冬期間の安全・安定輸送を確保するため、冬期の「準備

期間」（10 月 1 日から 11 月 30 日まで）と「本期間」（12
月 1 日から 3 月 31 日まで）を設定し、本期間中は金沢支
社に「雪害対策本部」を常設する。降雪予報等に応じて北
陸広域鉄道部に「現地対策本部」を設置し、運転状況・運
転計画・降積雪状況に応じて除雪計画等を決定する。 

 
    冬期間の安全・安定輸送を確保するため、冬期の「準備

期間」（10 月 1 日から 11 月 30 日まで）と「本期間」（12
月 1 日から 3 月 31 日まで）を設定し、本期間中は金沢支
社に「雪害対策本部」を、北陸広域鉄道部に「現地対策本
部」を常設する。なお、降積雪状況に応じて除雪計画、運
転計画等を決定する。 

 
12月 1日から 3
月 31 日までの
間、「対策本部」
は常設。なお、
気象会社から
の予報、降積雪
状況に応じ除
雪及び運転計
画を決定。 
 

 （２）～（３） （略）   
 （４）排雪の実施   
  ア （略）   
  イ 排雪車両の出動標準   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 

    車    種                  出   動   時   機 

 ラッセル車  （１）レール面上の積雪量が２０ｃｍ以上となるおそれがある場

合。 

 （２）側雪量が高く、又は吹き溜まり等が発生している場合は、

積雪量が２０ｃｍ以下においても必要によりラッセル車

を出動させる。 

 

 

 （略）  （略） 
 

    車    種                  出   動   時   機 

 ラッセル車  （１）レール面上の積雪量が約30㎝程度となる場合。 

 

 （２）側雪がレール面上40㎝程度形成されている場合は降積雪が

レール面上約20㎝を目安。 

（３）側雪量が高い、または吹溜り等が発生している場合は、出

動標準の目安以下であっても必要によりラッセル車を発

動させる。 

 （略）  （略） 
 

 
発動基準に
ついて字句
修正 

  ウ （略）   
  エ 流雪溝の活用 
   降積雪の状況に応じ早めに行う。 

流雪溝設置場所 

 線  名        設   置   駅   名 

 高 山 線  越中八尾、笹津、楡原、猪谷 

 氷 見 線  伏木 

 城 端 線  福野、城端 
 

 
 

流雪溝設置場所 

 線  名        設   置   駅   名 

 高 山 線  越中八尾、笹津、楡原、猪谷 

 氷 見 線  伏木、能町 

 城 端 線  福野、城端 
 

 
 
 
 
 
 
字句修正 

  オ～カ （略）   
 （５）～（７） （略）   
 ２ （略）   
 ３ 富山地方鉄道㈱   
 （１） （略）   
 （２）鉄軌道部門   
  ア～オ （略）   
  カ 情報連絡体制   
  （ア） （略）   
  （イ）運行状況及び見通し等について、旅客及び報道関係担

当係を定め、利用者への情報提供（電話、対応、駅で
の掲示、無人案内装置の利用等）及び報道機関への通
報などを行う。 

  （イ）運行状況及び見通し等について、当社ホームページ運
行状況への掲載、駅停留場の文字放送案内（場合によ
り案内ポスター掲示）、無人放送案内にて案内すると
共に報道機関へも運行情報を提供し利用者への情報
提供を行う。 

実情に即し
た変更 

  （ウ） （略）   
 （３）バス部門   
  ア～イ （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
  ウ 情報連絡体制   
  （ア） （略）   
  （イ）無線機を活用し、各路線の情報収集を図る。 

固定局 ５局 
  （イ）無線機等を活用し、各路線の情報収集を図る。 

固定局 ５局 
実情に即し
た変更 

  （ウ）運行状況を午前８時現在で把握し、運行状況をホーム
ページに掲載、富山駅前バスターミナル、主要停車場
への掲示により利用者への周知を図る。 

  （ウ）運行状況は随時把握し、運行状況をホームページに掲
載、富山駅前バスターミナル、主要停車場への掲示に
より利用者への周知を図る。 

実情に即し
た変更 

     （略）   
 ４～５ （略）   
 ６ 富山ライトレール㈱ 
（１）冬期対策本部の設置 

12月 10日より 2月末日までの間、運輸部内に設置し常時 
警戒体制をとる。 

  （削除） 
 
 
 

地鉄との合
併によりラ
イトレール
削除 

（２）除雪体制 
・軌道線（1.1ｋｍ） 
富山駅北停留場～奥田中学校前停留場間は、軌道の両側か

ら散水設備による消雪を行う。降雪状況により、巡回し対処
する。 
・鉄道線（6.5ｋｍ） 
奥田中学校前停留場～岩瀬浜駅間は、積雪状況及び降雪予

報により、軌陸除雪車(ロータリ式 )による除雪を行う。 
・駅、ホーム、通路の除雪 
消雪設備又は人力(委託者及び社員)による除雪を行う。 

・分岐器附帯除雪 
通常は、散水式及び電熱式消雪設備で対応する。 

積雪状況及び降雪の多い場合は人力(委託者及び社員)によ 
る除雪を行う。 
・踏切道除雪 
消雪設備及び人力(委託者又は社員)による除雪を行う。 

積雪が多い場合は踏切道から列車が見通せるよう除雪する。 
・凍結時の対処 

凍結防止剤の散布(ホーム、通路、輪縁路、ポイント部)
を行う。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）除雪作業時の傷害事故防止等 
ア 乗務員による運転の際の注意 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
除雪作業区間で標旗(黄色)を認めたときは、積雪のため容

易に退避できない場合も多いので汽笛吹鳴を充分に行い傷
害事故防止に努める。 

 

イ 除雪作業員の傷害事故防止等 
（ア）各駅除雪作業員には保安帽及び安全チョッキを貸与し、

必ず着用させる。 
（イ）安全教育を実施し、労働災害の防止を図る。 
（ウ）駅構内外を問わず、除雪作業箇所前後には必ず標旗(黄

色)を建植する。 
（エ）二人一組とし、一人は必ず列車の監視を行う。 
（オ）除雪作業前にはあらかじめ待避場所を選定し、早めに 

待避する。 

  
 
 

（４）お客様への情報提供 
各駅に設置の駅案内モニターの活用により、お客様への的

確な情報案内を提供する。 

 
 

 

（５）その他 
各関係箇所と連絡・協力して除雪体制を整える。 

 
 

 

７ 富山空港（県観光・交通・地域振興局） 
 

６ 富山空港（県地方創生局） 
  

県機構改革
に伴う変更 

第５節 自主防災活動及び地域ぐるみ除排雪   
第１ 自主防災活動   
 １ 情報の収集及び伝達等（県総合政策局、市町村）  １ 情報の収集及び伝達等（県危機管理局、市町村） 県機構改革

に伴う変更 
  （略）   （略）  
 ２ 出火防止及び初期消火（県総合政策局、市町村）  ２ 出火防止及び初期消火（県危機管理局、市町村）  
  （略）   （略）  
 ３ 避難誘導（県総合政策局、市町村）  ３ 避難誘導（県危機管理局、市町村）  
  （略）   （略）  
 ４ 救出救護（県総合政策局、市町村）  ４ 救出救護（県危機管理局、市町村）  
  （略）   （略）  
 ５ 給食給水（県総合政策局、市町村）  ５ 給食給水（県危機管理局、市町村）  
  （略）   
第２ （略）   
第６節 災害救助法の適用   
第１ 災害救助法の適用   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 １ 災害救助法の適用基準（県総合政策局）  １ 災害救助法の適用基準（県危機管理局）  
  （略）   
 ２ 災害救助法の適用手続（県総合政策局、市町村）  ２ 災害救助法の適用手続（県危機管理局、市町村）  
  （略）   
第７節 広域応援要請   
第１ 相互協力   
 １ 県の応援要請（県総合政策局）  １ 県の応援要請（県危機管理局）  
 ２ 市町村の応援要請（市町村）   
 （１） （略）   
 （２）県への要請   
  ア 県への応援要請   
  （ア）～（エ） （略）   
  （オ）被災市区町村応援職員確保システムに基づく応援の必

要性 
  （オ）応急対策職員派遣制度に基づく応援の必要性 国防災基本

計画の修正
に伴う変更 

  （カ） （略）   
  イ （略）   
 （３）～（４） （略）   
 ３ 応援受入体制の確立（県総合政策局、市町村）  ３ 応援受入体制の確立（県危機管理局、市町村） 県機構改革

に伴う変更 
 （１）連絡体制の確保   

県及び市町村は、応援要請が予測される災害が発生し、
又は発生するおそれがある場合には、迅速、的確にその状
況を把握し、国、関係都道府県、市町村等に通報するほか、
必要な情報連絡を行う。 

  

   （追加） 県の職員は、被災市町村に赴いた際には、災害対応の進捗
状況等を的確に把握するとともに、その状況に応じて、被災
市町村から積極的に人的支援ニーズを把握し、関係省庁及び
都道府県との情報共有を図り、必要な職員の応援が迅速に行
われるよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 （２）受入体制の確保   
県及び市町村は、国、関係都道府県、市町村等との連絡

や応援受入れを速やかに行うための受援調整機能を担う
体制を定めるとともに、応援を速やかに受け入れるための
施設を指定するなど、受入体制を確立する。
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
   （追加） また、県及び市町村は、会議室のレイアウトの工夫やテレ

ビ会議の活用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間
の確保に配慮するものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 （３） （略）   
 ４ 他都道府県への応援・派遣（県総合政策局）  ４ 他都道府県への応援・派遣（県危機管理局） 県機構改革

に伴う変更 
 （１）～（２） （略）   
 （３）応援の実施   

県は、収集した被害情報に基づき応援の決定を行い、被
災都道府県への職員の派遣、物資の供給の応援を実施す
る。その際、職員は派遣先において援助を受けることのな
いよう、食料、衣料から情報伝達手段に至るまで各自で賄
うことができる自己完結型の体制とする。
 

  

   （追加） また、県は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策
のため、応援職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理
やマスク着用等を徹底するものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

第２ 応援要請   
 １ 自衛隊の災害派遣（自衛隊、県総合政策局、市町村、各関

係機関） 
 １ 自衛隊の災害派遣（自衛隊、県危機管理局、市町村、各関

係機関） 
県機構改革
に伴う変更 

  （略）   
 ２ 広域消防応援（県総合政策局、市町村）  ２ 広域消防応援（県危機管理局、市町村） 県機構改革

に伴う変更 
  （略）   
 ３ （略）   
 ４ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）（県厚生部）  ４ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等（県危機管理局、県厚

生部） 
県機構改革
に伴う変更 

  （略）   
 ５ （略）   
第８節 救助・救急活動   
第１ （略）   
第２ 救助活動   
 １～６ （略）   
 （追加）  ６ 感染症対策  
  災害現場で活動する警察・消防・海上保安庁・自衛隊の部

隊は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、
国防災基本
計画の修正
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
職員の健康管理やマスク着用等を徹底するものとする。 に伴う変更 

第３ 救急活動   
 １～３ （略）   
 ４ ヘリコプターの活用（県総合政策局、県警察本部、市町村）  ４ ヘリコプターの活用（県危機管理局、県警察本部、市町村） 県機構改革

に伴う変更 
  （略）   
第４ 消防応援要請   
 １ 県内他市町村への応援要請（県総合政策局、市町村）  １ 県内他市町村への応援要請（県危機管理局、市町村）
  
  （略）   
 ２ 緊急消防援助隊の出動要請（県総合政策局、市町村）  ２ 緊急消防援助隊の出動要請（県危機管理局、市町村）  
  （略）   
 ３ 消防庁の対応   

消防庁長官は、大規模災害時において知事の要請を待つい
とまがない場合、要請を待たないで、他県等の知事に対し応
援のための措置を求めることができることとなっている。 
特に、緊急を要し、広域的に応援出動等の措置を求める必

要がある場合には、自ら市町村長に応援出動等の措置を求め
ることができる。 
また、東海地震等の大規模な災害又は毒性物質の発散など

の特殊な災害等の発生時においては、全国的観点からの緊急
対応のため、消防庁長官は他県の知事等に応援のための措置
をとることを指示することができることとなっている。 
なお、これらの場合、関係知事に速やかにこの旨を通知す

る。また、市町村長は受入体制を整備する。 
 

消防庁長官は、大規模災害時において知事の要請を待つい
とまがない場合、要請を待たないで、他県等の知事に対し応
援のための措置を求めることができることとなっている。 
特に、緊急を要し、広域的に応援出動等の措置を求める必

要がある場合には、自ら市町村長に応援出動等の措置を求め
ることができる。 
また、南海トラフ地震等の大規模な災害又は毒性物質の発

散などの特殊な災害等の発生時においては、全国的観点から
の緊急対応のため、消防庁長官は他県の知事等に応援のため
の措置をとることを指示することができることとなってい
る。 
なお、これらの場合、関係知事に速やかにこの旨を通知す

る。また、市町村長は受入体制を整備する。 

 
 
 
 
 
 

字句修正 

 ４ （略）   
５ 緊急消防援助隊の活動支援情報の整備（市町村）   
 （１）～（２） （略）   
 （３）ヘリコプターによる医療機関への搬送体制に係る情報 
 
 （４）～（５） （略） 
 

（３）ヘリコプターによる医療機関への搬送体制に係る情報（ヘ
リコプター離着陸場所位置図、救急搬送医療機関位置図等） 

 
 

「富山県緊
急消防援助
隊 受 援 計
画」に準拠 

第５ （略）   
第９節 医療救護活動   
第１～第７ （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第８ 医薬品、血液の供給体制   
 １ 医薬品等の供給（県厚生部）   
（１）災害直後の初動期の医薬品等の供給   
   （略）   
   不足する場合は、富山県医薬品卸業協同組合との「災害

時における医薬品等の供給等に関する協定書」に基づき、
及び薬業関係団体（富山県薬剤師会、富山県薬業連合会等）
や国の協力を得て、調達し供給する。 

不足する場合は、富山県医薬品卸業協同組合との「災害
時における医薬品等の供給等に関する協定書」及び富山県
医療機器協会との「災害時における医療機器等の供給に関
する協定書」に基づき、薬業関係団体（富山県薬剤師会、
富山県薬業連合会等）や国の協力を得て、調達し供給する。 

 
新たに協定
を締結した
ため 
 

 （２） （略）   
 ２ （略）   
第９～第 11 （略）   
第 10節 避難活動   
対策の体系   

 

 国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 

２ 危険動物の逸走対策

２ 長期にわたるメンタルヘルスケア

第６ 飼養動物の保護等 １ 飼養されていた家庭動物の保護等

２ 社会福祉施設等における要配慮者対策

３ 外国人の援護対策

第５ 精神保健対策 １ 被災者等のメンタルヘルスケア

３ 被災者の他地区への移送

４ 運送事業者への要請

第４ 要配慮者への援護 １ 要配慮者対策

第３ 避難所の設置・運営 １ 避難所の開設

２ 避難所の運営

市町村長による警戒区域の設定等

第２
指定緊急避難場所及び指定避難所並び
に避難道路の運用

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の運用

２ 避難道路の運用
避
　
難
　
活
　
動

第１ 避難指示及び誘導 １ 避難指示の実施責任者

２ 避難指示の内容

３ 避難誘導

４
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第１ 避難の勧告、指示及び誘導 第１ 避難指示及び誘導  
 １ 避難の勧告、指示の実施責任者（伏木海上保安部、自衛隊、

県総合政策局、県土木部、県警察本部、市町村） 
 １ 避難指示の実施責任者（伏木海上保安部、自衛隊、県危機

管理局、県土木部、県警察本部、市町村） 
「避難指示」と
「避難勧告」が一
本化されたこと
による修正 

避難の勧告、指示の実施責任者は次のとおりである。実際
に勧告又は指示が行われたとき、あるいは自主避難が行われ
たときは、関係機関は相互に連絡を行うものとする。 
県は、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、

市町村に積極的に助言するものとする。 
市町村長は、勧告又は指示を行った場合、速やかに知事に

報告するものとする。 

避難の指示の実施責任者は次のとおりである。実際に指示
が行われたとき、あるいは自主避難が行われたときは、関係
機関は相互に連絡を行うものとする。 
県は、時機を失することなく避難指示等が発令されるよう、

市町村に積極的に助言するものとする。 
市町村長は、指示を行った場合、速やかに知事に報告する

ものとする。 

 

 
 実施責任者 措置 実施の基準 

避
難
勧
告 

市町村長又は知

事 

（災害対策基本

法第 60条） 

立退きの勧告及

び立退き先の指

示 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、特別な必要があると認められるとき。 

 知事は、市町村長がその全部又は大部分の事

務を行うことができなくなったとき。 

避
難
の
指
示
等 

知事及びその命

を受けた職員又

は水防管理者 

（水防法第 29

条） 

立退きの指示  洪水、津波又は高潮によってはん濫により著しい

危険が切迫していると認められるとき。 

知事及びその命

を受けた職員 

（地すべり等防

止法第 25条） 

立退きの指示  地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるとき。 

市町村長又は知

事           

（災害対策基本

法第 60条） 

立退き及び立退

き先の指示 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、特別の必要があると認められるとき。 

 知事は、市町村長がその全部又は大部分の事

務を行うことができなくなったとき。             

警察官 

災害対策
基本法第

61条 
警察官職

立退き及び立退

き先の指示及び

屋内での待避等

の安全確保措置 

 市町村長が避難のため立退きを指示することがで

きないと認めるとき。 

 市町村長から要求があったとき。重大な被害が切

迫したと認めるときは、警告を発し、又は特に急を

 
 実施責任者 措置 実施の基準 

（
削
除
） 

   

避
難
指
示
等 

知事及びその命

を受けた職員又

は水防管理者 

（水防法第 29

条） 

立退きの指示  洪水、津波又は高潮によってはん濫により著しい

危険が切迫していると認められるとき。 

知事及びその命

を受けた職員 

（地すべり等防

止法第25条） 

立退きの指示  地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるとき。 

市町村長又は知

事           

（災害対策基本

法第 60条） 

立退き及び立退

き先の指示 

 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、特別の必要があると認められるとき。 

 知事は、市町村長がその全部又は大部分の事

務を行うことができなくなったとき。             

警察官 

災害対策
基本法第
61条 

警察官職

立退き及び立退

き先の指示及び

屋内での待避等

の安全確保措置 

 市町村長が避難のための立退きを指示することが

できないと認めるとき。 

 市町村長から要求があったとき。重大な被害が切

迫したと認めるときは、警告を発し、又は特に急を

 
「避難指示」と
「避難勧告」が一
本化されたこと
による修正 
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
務執行法

第４条 

海上保安官 

警告 

避難の指示 

要する場合において危害を受けるおそれのある者に

対し、必要な限度で避難等の措置をとる。 

自衛官 

（自衛隊法第

94条） 

  被害により危険な事態が生じた場合において、警

察官がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜ

られた部隊等の自衛官は避難等について必要な措置

をとる。 
 

務執行法

第４条 

海上保安官 

警告 

避難の指示 

要する場合において危害を受けるおそれのある者に

対し、必要な限度で避難等の措置をとる。 

自衛官 

（自衛隊法第

94条） 

  被害により危険な事態が生じた場合において、警

察官がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜ

られた部隊等の自衛官は避難等について必要な措置

をとる。 
 

 ２ 避難の勧告又は指示の内容  ２ 避難指示の内容  
避難の勧告又は指示は次の内容を明示して行う。 避難指示は次の内容を明示して行う。  

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略）  
（３）避難勧告又は指示の理由 （３）避難指示の理由  
（４）～（５） （略） （４）～（５） （略）  

 ３ 避難誘導（県警察本部、市町村）   
（１）市町村   
   避難の勧告又は指示が出された場合、市町村は地元警察

署及び消防機関の協力を得て、地域又は自治会単位に集団
の形成を図るため、あらかじめ指定してある指定緊急避難
場所及び指定避難所に誘導員を配置し、住民を誘導する。 

   避難指示が出された場合、市町村は地元警察署及び消防
機関の協力を得て、地域又は自治会単位に集団の形成を図
るため、あらかじめ指定してある指定緊急避難場所及び指
定避難所に誘導員を配置し、住民を誘導する。 

「避難指示」と
「避難勧告」が一
本化されたこと
による修正 

   避難勧告等が発令された場合の安全確保措置として、指
定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周
囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うこと
がかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が
判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内
安全確保」を行うべきことについて、市町村は、日頃から
住民等への周知徹底に努める。 

   避難指示等が発令された場合の避難行動として、指定緊
急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避
難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅
等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの
判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状
況等により、指定緊急避難場所等への避難を行うことがか
えって危険を伴う場合は、「緊急安全確保」を行うべきこと
について、市町村は、日頃から住民等への周知徹底に努め
る。 

 災害が発生するおそれがある場合には、必要に応じ、高
齢者等避難の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開放
し、住民等に対し周知徹底を図るものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

   なお、避難の勧告又は指示等は地域の居住者の他、滞在
者に対しても行われる場合があることから、観光客等の一
時滞在者の避難誘導についても配慮する。 

   なお、避難の指示等は地域の居住者の他、滞在者に対し
ても行われる場合があることから、観光客等の一時滞在者
の避難誘導についても配慮する。 

「避難指示」と
「避難勧告」が一
本化されたこと
による修正 

 （２）消防機関   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
  ア 避難の勧告又は指示等が出された場合には、もっとも安

全と思われる方向を市町村、警察署に通報する。 
  ア 避難の指示等が出された場合には、もっとも安全と思わ

れる方向を市町村、警察署に通報する。 
 

  イ （略）   
（３）～（４） （略）   

 ４ （略）   
 （追加）  ５ 広域避難  
   市町村は、災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市

町村の区域外への広域的な避難、指定避難所及び指定緊急避難
場所の提供が必要であると判断した場合において、県内の他の
市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都
道府県の市町村への受入れについては都道府県に対し当該他
の都道府県との協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要する
と認めるときは、知事に報告した上で、自ら他の都道府県内の
市町村に協議することができる。 

  県は、市町村から協議要求があった場合、他の都道府県と協
議を行うものとする。 

  市町村は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に
併せて広域避難の用にも供することについても定めるなど、他
の市町村からの避難者を受け入れることができる施設等をあ
らかじめ決定しておくよう努めるものとする。 

  県、市町村及び運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的
なオペレーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な役
割分担を行った上で、広域避難を実施するよう努めるものとす
る。 

  指定行政機関、公共機関、県、市町村及び事業者は、避難者
のニーズを十分把握するとともに、相互に連絡をとりあい、放
送事業者を含めた関係者間で連携を行うことで、避難者等に役
立つ的確な情報を提供できるように努めるものとする。災害現
場で活動する警察・消防・海上保安庁・自衛隊の部隊は、新型
コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、職員の健康管
理やマスク着用等を徹底するものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

第２ 指定緊急避難場所及び指定避難所並びに避難道路の運用   
 １ 指定緊急避難場所及び指定避難所の運用（県総合政策局、

市町村） 
 １ 指定緊急避難場所及び指定避難所の運用（県危機管理局、

市町村） 
県機構改革
に伴う修正 

  （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 ２ （略）   
第３ 避難所の設置・運営   
 １ 避難所の開設（市町村）   
 （追加） （１）市町村は、災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可

能な限り当初から開設するよう努めるものとする。 
国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 （１） （略）  （２） （略）  
（２）避難所を開設したときは、開設状況を速やかに県（災害

対策本部）及び地元警察署、消防署等関係機関に連絡する。 
（３）避難所を開設したときは、開設状況を速やかに県（災害

対策本部）及び地元警察署、消防署等関係機関に連絡する。
また、県及び市町村は、避難所の混雑状況などが住民にわ
かるよう適切な媒体を用いて広報するものとする。 

混雑状況の
広報につい
て追記 

（３）～（５） （略） （４）～（６） （略）  
 （追加）  （７）市町村は、指定避難所だけでは施設が量的に不足する場

合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホテ
ル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの避難所を開設
し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段を活
用して周知するよう努めるものとする。特に、要配慮者に
配慮して、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・
旅館等を実質的に福祉避難所として開設するよう努める
ものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 （６） （略）  （８） （略）  
 （追加）  （９）市町村は、特定の指定避難所に避難者が集中し、収容人

数を超えることを防ぐため、ホームページやアプリケーシ
ョン等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知
する等、避難の円滑化に努めるものとする。 

 

 （追加）  （10）市町村は､避難所を開設した場合に関係機関等による支
援が円滑に講じられるよう､避難所の開設状況等を適切に
県に報告し､県は､その情報を国に共有するよう努めるも
のとする。 

 

 ２ 避難所の運営（県総合政策局、県厚生部、県土木部、市町
村） 

 ２ 避難所の運営（県危機管理局、県厚生部、県土木部、市町
村） 

県機構改革
に伴う修正 

 （１） （略）   

   市町村は、各避難所の適切な運営管理を行うものとし、
この際、避難所における正確な情報の伝達、食料、飲料水
等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組

   市町村は、各避難所の適切な運営管理を行うものとし、
この際、避難所における正確な情報の伝達、食料、飲料水
等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 



富山県地域防災計画（雪害編）新旧対照表 

- 62 - 
 

現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
織、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協
力が得られるよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方
公共団体に対して協力を求めるものとする。また、避難所
の運営に関し、役割分担を明確化し、被災者に過度の負担
がかからないよう配慮しつつ、被災者が相互に助け合う自
治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよ
う、その立ち上げを支援するものとする。 

織、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協
力が得られるよう努めるとともに、必要に応じ、他の地方
公共団体に対して協力を求めるものとする。また、避難所
の運営に関し、役割分担を明確化し、避難者に過度の負担
がかからないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け合う自
治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよ
う、その立ち上げを支援するものとする。 

 

 （２）～（３） （略）   

（４）市町村は、避難所における生活環境に注意を払い、生活
指導の実施や要配慮者、女性への配慮を行うなど、常に良
好な環境を維持するよう努める。また、避難の長期化等必
要に応じて、プライバシーの確保の状況、入浴施設設置の
有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による
巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の状況な
ど、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、
必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

（４）市町村は、避難所における生活環境に注意を払い、生活
指導の実施や要配慮者、女性への配慮を行うなど、常に良
好な環境を維持するよう努める。また、避難の長期化等必
要に応じて、プライバシーの確保の状況、段ボールベッド、
パーティション等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利
用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、
暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の状況など、避難者の
健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を
講じるよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 （追加） （５）市町村は、指定避難所における新型コロナウイルス感染
症を含む感染症対策のため、避難者の健康管理や避難所の
衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイ
アウト等の必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 （５）市町村は、避難所の運営における女性の参画を推進する
とともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配慮
するものとする。特に、男女別トイレ、女性専用の物干し
場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性
による配布、避難所における安全性の確保など、女性や子
育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努めるもの
とする。 

（６）市町村は、避難所の運営における女性の参画を推進する
とともに、男女のニーズの違い等男女双方及び性的少数者
の視点等に配慮するものとする。特に、男女別トイレ、女
性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女
性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防
犯ブザーの配布等による避難所における安全性の確保な
ど、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に
努めるものとする。 

「富山県人権教
育・啓発に関す
る基本計画」に
おいて「性的指
向、性自認」と
して重要課題項
目に位置付けら
れ、性的少数者
の方に対する理
解と配慮が必要
であるため。 

 （追加） （７）市町村は、指定避難所等における女性や子供等に対する
性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用と男性用のト
イレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設
等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明
を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポ
スターを掲載するなど、女性や子供等の安全に配慮するよ

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

国防災基本
計画の修正
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
う努めるものとする。また、警察、病院、女性支援団体と
の連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努
めるものとする。 

に伴う変更 

 （６） （略）  （８） （略）  

 （追加） （９）市町村は､指定緊急避難場所や避難所に避難したホーム
レスについて､住民票の有無等に関わらず適切に受け入れ
ることとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 ３ 被災者の他地区への移送（県総合政策局、市町村）  ３ 被災者の他地区への移送（県危機管理局、市町村） 県機構改革
に伴う修正 

  （略）   

 ４ （略）   

第４ 要配慮者の支援   
 １ 要配慮者対策（県総合政策局、県厚生部、市町村）  １ 要配慮者対策（県危機管理局、県厚生部、市町村） 県機構改革

に伴う修正 
 （１）避難行動要支援者の支援   
  ア 被災市町村は、発災時には、避難行動要支援者本人の同

意の有無にかかわらず、あらかじめ作成した避難行動要支
援者名簿や個別の避難支援計画を効果的に活用し、避難行
動要支援者の避難支援及び迅速な安否確認を行う。 

  ア 被災市町村は、災害時には、避難行動要支援者本人の同
意の有無にかかわらず、あらかじめ作成した避難行動要支
援者名簿や個別避難計画を効果的に活用し、避難行動要支
援者の避難支援及び迅速な安否確認を行う。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

  イ～エ （略）   
 （２）要配慮者の支援   
  ア （略）   
  （追加）   イ 福祉避難所への直接避難  
   被災市町村は、要配慮者の障害特性や状況等を考慮し、

避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難すること
ができるよう地域防災計画や個別避難計画の作成、指定福
祉避難所における受入対象者の公示等を通じて、あらかじ
め受入対象者の調整等を行うよう努める。また、直接避難
を想定していない福祉避難所にあっては、市町村において
発災直後の要配慮者の避難先について検討するよう努め
る。 

 

  イ～エ （略）   ウ～オ （略）  
  （追加）   カ 災害派遣福祉チーム（DWAT）の派遣  
   県は、避難所の高齢者、障害者等の生活機能の低下を防

止等のため、富山県社会福祉協議会と連携し、必要に応じ
本県においても令和

３年１月に災害派遣
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
て災害派遣福祉チーム（DWAT）を避難所へ派遣する。 福祉チーム（DWAT）が

設置されたことに伴

い、国の防災基本計画

に合わせて追記 
 ２ （略）   
 ３ 外国人の支援対策（県総合政策局、県観光・交通振興局、

市町村、報道機関） 
 ３ 外国人の支援対策（県危機管理局、県地方創生局、市町村、

報道機関） 
県機構改革
に伴う修正 

  （略）   
第５ （略）   
第６ 飼養動物の保護等   
 １ 飼養されていた家庭動物の保護等（市町村、県厚生部）   
 （１） （略）   
 （２）避難所における家庭動物の収容及び適正な飼養   
   飼い主とともに避難所に避難した家庭動物については、

市町村は、「富山県動物同行避難所等運営マニュアル」に基
づき、避難所の隣接地にその動物の収容所を設置するなど、
できる限り避難場所での収容を可能とするよう努める。 

  

   （追加）    市町村は、必要に応じ、指定避難所における家庭動物のた
めの避難スペースの確保等に努めるとともに、獣医師会や動
物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、連携に努め
るものとする。 

国防災基本 
計画の修正 
に伴う変更 

   また、県は、動物の収容所を設置する市町村及び動物愛
護団体等と協力して、飼い主とともに避難した家庭動物に
ついて適正な飼養の指導を行うなど、動物の愛護及び環境
衛生の維持に努める。 

  

第 11節 交通規制・輸送対策   
第１ （略）   
第２ 緊急交通路の確保   
 １ 緊急陸上交通路の確保（自衛隊、県警察本部、各道路管理

者） 
  

 （１）緊急交通路の指定   
応急活動において、救援物資、要員の緊急輸送の果たす

役割は、極めて重要である。 
県公安委員会は、道路被害状況の調査結果に基づいて、

あらかじめ定められた緊急通行確保路線を中心に、道路管

応急活動において、救援物資、要員の緊急輸送の果たす
役割は、極めて重要である。 
県公安委員会は、道路被害状況の調査結果に基づいて、

あらかじめ定められた緊急輸送道路を中心に、道路管理者

 
 
 
全国的に用



富山県地域防災計画（雪害編）新旧対照表 

- 65 - 
 

現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
理者と協議のうえ、緊急交通路にあてる道路を指定し、各
流入部において緊急通行車両以外の車両の通行を禁止又
は制限する。 
道路管理者は、地震・津波により道路施設が被害を受け

た場合、これらの道路を重点的に応急復旧し、緊急交通路
を確保する。（資料 「６－１－２ 緊急通行確保路線名」） 

と協議のうえ、緊急交通路にあてる道路を指定し、各流入
部において緊急通行車両以外の車両の通行を禁止又は制
限する。 
道路管理者は、地震・津波により道路施設が被害を受け

た場合、これらの道路を重点的に応急復旧し、緊急交通路
を確保する。（資料 「６－１－２ 緊急輸送道路一覧表」） 

いられてい
る『緊急輸
送道路』に 
統一するこ
とに伴う変
更 

 （２）～（３） （略）   
 ２ （略）   
３ 緊急航空路の確保（県総合政策局） ３ 緊急航空路の確保（県危機管理局） 県機構改革

に伴う修正 
災害時には､ヘリコプター等による被害状況の把握､人

員･物資の輸送を迅速に行う必要がある。 
このため、県災害対策本部航空班は、ヘリコプターの運

航 状況やヘリポート・場外離着陸場の位置、面積、使用
条件などヘリコプターに関する情報を管理している「ヘリ
コプター運航管理システム」を活用し、ヘリコプターによ
る迅速かつ効率的な人員・物資輸送を行う。 

災害時には､ヘリコプター等による被害状況の把握､人
員･物資の輸送を迅速に行う必要がある。 
このため、県災害対策本部航空運用調整班は、ヘリコプ

ターの運航状況やヘリポート・場外離着陸場の位置、面積、
使用条件などヘリコプターに関する情報を管理している
「ヘリコプター動態管理システム」を活用し、ヘリコプタ
ーによる迅速かつ効率的な人員・物資輸送を行う。 

 
「富山県緊
急消防援助
隊 受 援 計
画」に準拠 

第３ （略）   
第４ 輸送車両、船舶、航空機の確保   
 １ 輸送の対象となる範囲（県総合政策局）  １ 輸送の対象となる範囲（県危機管理局） 県機構改革

に伴う修正 
  （略）   
 ２ 輸送手段（県総合政策局、県観光・交通振興局、各鉄道事

業者、自衛隊、伏木海上保安部） 
 ２ 輸送手段（県危機管理局、県地方創生局、市町村、各鉄道

事業者、自衛隊、伏木海上保安部） 
県機構改革
に伴う修正 

 ３ （略）   
 ４ 緊急通行車両等の取扱い（県総合政策局、県警察本部、中

日本高速道路(株)、富山県道路公社） 
 ４ 緊急通行車両等の取扱い（県危機管理局、県警察本部、中

日本高速道路(株)、富山県道路公社） 
県機構改革
に伴う修正 

第 12節 飲料水・食料・生活必需品等の供給   
第１ （略）   
第２ 食料・生活必需品の供給   
 １ （略）   
 ２ 供給確保（農林水産省、北陸農政局、県厚生部、県農林水

産部、市町村、日本赤十字社富山県支部） 
  

 （１） （略）   
 （２） 災害救助用米穀の調達   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
炊出しが始まり、市町村から米穀の出荷要請があった場

合、県は、農林水産省政策統括官に引渡しを要請するとと
もに、米穀販売事業者に委託し、精米にして供給する。 
なお、精米能力に限界がある場合は、農林水産省政策統

括官を通じて他県からの応援で対処する。 

炊出しが始まり、市町村から米穀の出荷要請があった場
合、県は、農林水産省農産局に引渡しを要請するとともに、
米穀販売事業者に委託し、精米にして供給する。 
なお、精米能力に限界がある場合は、農林水産省農産局

を通じて他県からの応援で対処する。 

農林水産省
組織改編に
伴う修正 
 

 （３）～（４） （略）   
 （５） 各機関の食料、生活必需物資の調達体制   

各機関の調達体制は、次のとおりである。   

機 関 名 実  施  内  容 

（略） （略） 

 農林水産省 

 政策統括官 

「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」（平成21年5月

29日付21総食第113号総合食料局長通知）に基づき、県は災害

救助用米穀の引渡しの要請（希望数量、引渡し場所及び引渡

し方法等に関する情報を記載）を農林水産省政策統括官に対

して行う。 

引渡し要請を受けた農林水産省政策統括官は、受託事業体

に対して、知事又は知事が指定する引取人に災害救助用米穀

を引き渡すよう指示する。 
 

機 関 名 実  施  内  容 

（略） （略） 

 農林水産省 

 農産局 

「米穀の買入れ・販売等に関する基本要領」（平成21年5月

29日付21総食第113号総合食料局長通知）に基づき、県は災害

救助用米穀の引渡しの要請（希望数量、引渡し場所及び引渡

し方法等に関する情報を記載）を農林水産省農産局に対して

行う。 

引渡し要請を受けた農林水産省農産局は、受託事業体に対

して、知事又は知事が指定する引取人に災害救助用米穀を引

き渡すよう指示する。 
 

 

 ３ （略）   
 ４ 被災者の要望把握と支援（県厚生部、市町村）  ４ 被災者の要望把握と支援（県危機管理局、県厚生部、市町

村） 
地震・津波
災害編と表
記を統一 

 ５ （略）   
第３ 物価安定・消費者保護対策   
 １ 物価安定対策（県生活環境文化部）   
 （１） （略）   
 （２） 災害救助用米穀の調達   
  ア 生活必需品   

  県は、百貨店、日本チェーンストア協会、富山県食品ス
ーパーマーケット協議会、富山県青果物商業協同組合連合
会、富山県水産物商業協同組合連合会、富山県石油業協同
組合、（一社）富山県エルピーガス協会等に対し、安定供
給を要請する。 

  県は、百貨店、日本チェーンストア協会、富山県青果物
商業協同組合連合会、富山県水産物商業協同組合連合会、
富山県石油業協同組合、（一社）富山県エルピーガス協会
等に対し、安定供給を要請する。 

協議会活動
休止による
修正 
 

  イ～ウ （略）   
 （３） （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 ２ （略）   
第 13節 廃棄物処理・防疫・食品衛生対策   
第１ （略）   
第２ ごみ、災害廃棄物の処理   
 １ （略）   
 ２ 災害廃棄物処理（県生活環境文化部、市町村）   

市町村等は、事前に定めた市町村災害廃棄物処理計画に
基づき、災害廃棄物の発生量や一般廃棄物処理施設の被害
状況、処理可能量等を把握して市町村災害廃棄物処理実行
計画を作成するとともに、仮置場の設置やその火災対策、
廃棄物の収集運搬、分別・処理・再資源化、アスベスト飛
散防止等の環境対策、住民等への啓発・広報、必要に応じ
た損壊家屋等の解体・撤去等を行うことにより、災害廃棄
物の円滑かつ迅速な処理を図る。 

  

   （追加） 
 
 
 

加えて､ボランティア､ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄
物等の処理を進める場合には､社会福祉協議会､ＮＰＯ等
と連携し､作業実施地区や作業内容を調整､分担するなど
して､効率的に災害廃棄物等の搬出を行うものとする。 

国防災基本 
計画の修正 
に伴う変更 

県は、県災害廃棄物処理計画に基づき、災害発生時には
被害の状況を踏まえ、関係機関等との連絡調整を図りなが
ら災害廃棄物の処理のために県災害廃棄物処理実行計画
を策定する。また、県は基本的には県内市町村、近隣他県、
国及び民間事業者団体等との間で、災害廃棄物処理につい
ての調整機能を担うほか、市町村に対して必要な助言や技
術的支援を行う。ただし、甚大な被害を受けた市町村が自
ら災害廃棄物処理を行うことが困難な場合には、必要によ
り県が処理主体として直接処理を担うことがある。 

  

 ３ 広域的な支援・協力（県生活環境文化部、市町村）   
県は、市町村による相互の支援の状況をふまえつつ､他

市町村、(一社)富山県産業廃棄物協会及び(一社)富山県構
造物解体協会に協力を要請するとともに、これらの支援活
動の調整を行う。なお、大規模災害により、県内で処理を
行うことが困難な場合には、広域的な処理体制を確保する
ため、国や隣接県等に対して支援を要請する。（資料 「９
－11 ごみ処理施設一覧」） 

県は、市町村による相互の支援の状況をふまえつつ､他
市町村、(一社)富山県産業資源循環協会及び(一社)富山県
構造物解体協会に協力を要請するとともに、これらの支援
活動の調整を行う。なお、大規模災害により、県内で処理
を行うことが困難な場合には、広域的な処理体制を確保す
るため、国や隣接県等に対して支援を要請する。（資料 
「９－11 ごみ処理施設一覧」） 

組織名改称 
のため
 



富山県地域防災計画（雪害編）新旧対照表 

- 68 - 
 

現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第３ （略）   
第４ 防疫対策   
 災害に伴い、感染症が発生し、又はそのおそれがある場合は、
防疫対策の徹底を期するため、厚生センター及び市町村におい
て、災害防疫対策組織を設置し、速やかに災害防疫活動を実施す
る。 

  

 （追加）  県及び市町村は、被災地において新型コロナウイルス感染症を
含む感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健
福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じる
よう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 

 １ 厚生センター、市町村等の災害時防疫対策体制（県厚生部、
市町村） 

 （１）厚生センター、市町村における災害時防疫対策組織の設
置 

  ア 厚生センター災害防疫組織の設置 
    県災害対策本部健康班（健康課）の指示のもとに、厚生

センター災害防疫組織を設置する。 
  イ （略） 

 
 
 
 
 

県災害対策本部健康班、感染症対策班（健康対策室）の
指示のもとに、厚生センター災害防疫組織を設置する。 

 
 
 
 
 
県機構改革
に伴う修正 

 （２） （略）   
 （３）防疫資材の確保 
  ア （略） 
  イ 防疫資材の需給状況に関する情報提供 

県災害対策本部健康班（健康課）は、各厚生センター及
び市町村における防疫資材の需給状況を把握し、情報を提
供する。 

 
 
 

県災害対策本部健康班、感染症対策班（健康対策室）は、
各厚生センター及び市町村における防疫資材の需給状況
を把握し、情報を提供する。 

 
 
 
県機構改革
に伴う修正 

 ２ （略） 
 

  

第５ （略）   
第 14節～第 15節 （略）   
第 16節 ライフライン施設等の応急対策   
第１ 電力施設   
 １ 初動活動体制（北陸電力）  １ 初動活動体制（北陸電力、北陸電力送配電） 分社化のた

め 
 （１）～（２） （略）  （１）～（２） （略）  
 ２ 情報の早期収集と伝達（北陸電力）  ２ 情報の早期収集と伝達（北陸電力、北陸電力送配電）  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 （１）～（３） （略）  （１）～（３） （略）  
 ３ 広報サービス体制（北陸電力）  ３ 広報サービス体制（北陸電力、北陸電力送配電）  
  （略）   （略）  
 ４ 応急復旧活動（北陸電力）  ４ 応急復旧活動（北陸電力、北陸電力送配電）  
 （１）～（２） （略）  （１）～（２） （略）  
第２ ガス施設   
 １ 都市ガス対策（中部経済産業局、中部近畿産業保安監督部、

日本海ガス、高岡ガス、（一社）日本コミュニティーガス協
会北陸支部） 

  

 （１）～（２） （略）   
 （３）関係機関との連携等   
    （略）   

  ア （略）   
  イ 監督官庁及び同業他社への報告、応援要請等   

  中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局及び中部近畿産
業保安監督部北陸産業保安監督署へ被害状況及び対応措
置を報告するとともに、全国同業他社へは（一社）日本ガ
ス協会（東海北陸部会）及び（一社）日本コミュニティー
ガス協会北陸支部を通じて、この報告とともに必要に応じ
て復旧応援の要請を行い、早期復旧に総力を結集する。 

  中部経済産業局電力・ガス事業北陸支局及び中部近畿産
業保安監督部北陸産業保安監督署へ被害状況及び対応措
置を報告するとともに、全国同業他社へは（一社）日本ガ
ス協会及び（一社）日本コミュニティーガス協会北陸支部
を通じて、この報告とともに必要に応じて復旧応援の要請
を行い、早期復旧に総力を結集する。 

字句修正 

 （４）復旧   
  ア （略）   
  イ 復旧のための体制   

  甚大な被害に対しては、一企業のみでの復旧対応は不可
能である。ガス事業界では、（一社）日本ガス協会東海北
陸部会及び（一社）日本コミュニティーガス協会北陸支部
を中心として、全国同業他社の相互応援体制が整い、既に
実績として機能している。この体制を十分活用し、早期復
旧に努めるべく、災害発生時には直ちに受入体制を整え
る。 

  甚大な被害に対しては、一企業のみでの復旧対応は不可
能である。ガス事業界では、（一社）日本ガス協会及び（一
社）日本コミュニティーガス協会北陸支部を中心として、
全国同業他社の相互応援体制が整い、既に実績として機能
している。この体制を十分活用し、早期復旧に努めるべく、
災害発生時には直ちに受入体制を整える。 

字句修正 

   （略）   
 ２ ＬＰガス対策（県生活環境文化部、市町村、(一社)富山県

エルピーガス協会） 
 ２ ＬＰガス対策（県危機管理局、市町村、(一社)富山県エル

ピーガス協会） 
 

  （略）   
第３～第５ （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第６ 危険物施設等   
 １ 危険物施設（県総合政策局、市町村）  １ 危険物施設（県危機管理局、市町村） 県機構改革

に伴う修正 
  （略）   （略）  
 ２ 高圧ガス製造事業所等（中部経済産業局、中部近畿産業保

安監督部、県生活環境文化部） 
 ２ 高圧ガス製造事業所等（中部経済産業局、中部近畿産業保

安監督部、県危機管理局） 
 

  （略）   
 ３ （略）   
第７ （略）   
第 17節 （略）   
第 18節 農林水産業の被害拡大防止   
第１～第３ （略）   
第４ 園芸用施設（県農林水産部）   
 １ 降積雪状況を的確に把握し、精力的に除融雪に努める。 
 ２ 施設の強度補強に努める。 

 １ 降積雪状況を的確に把握し、速やかに除雪・融雪に努める。 
 ２ 施設倒壊の恐れがなくなったら、施設各部の損傷や被覆資

材の緩み等の点検し、補修・補強を行う。 

平成 26 年 2
月大雪被害
における施
設園芸の被
害要因と対
策指針より 

第５ 畜産（県農林水産部）   
 不便地域の畜産農家を中心として雪害予防等の巡回指導を実
施する。 

 中山間地域の畜産農家を中心として雪害予防等の巡回指導を
実施する。 

字句修正 

第６ （略）   
第 19節 （略）   
第 20節 応急住宅対策   
対策の体系   

 

 国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 
  

 
 

１ 被災世帯の調査    

  応   第１  応急仮設住宅の確保  

 

２ 応急仮設住宅の建設  

  急  

 

３ 入居者の選定  

  住 

  

４  応急仮設住宅の管理  

  宅   第２  被災住宅の応急修理 

  

１  住宅の応急修理   

  対 

  

２  応急修理の対象者  

  策   第３  建設資機材等の調達  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第１ 応急仮設住宅の確保   
 １ （略）   
 ２ 応急仮設住宅の建設（県厚生部、県土木部、市町村）   
 （１）～（６） （略）   
 （７）民間賃貸住宅借上げによる供与   
  ア （略）   
  イ 県及び市町村は民間賃貸住宅の借上げによる供与にあ

たっては、(公社)富山県宅地建物取引業協会、(公社)全日
本不動産協会富山県本部及び（公社）全国賃貸住宅経営者
協会連合会に協力を要請する。 

  イ 県及び市町村は民間賃貸住宅の借上げによる供与にあ
たっては、(公社)富山県宅地建物取引業協会、(公社)全日
本不動産協会富山県本部、（公社）日本賃貸住宅管理協会
富山県支部及び（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会に
協力を要請する。 

字句修正 
 

 （８） （略）   
 ３～４ （略）   
第２～第３ （略）   
（追加） 第４ 災害の拡大防止と二次災害の防止  
     市町村は、災害時に、適切な管理のなされていない空家等

に対し、緊急に安全を確保するための必要最小限の措置とし
て、必要に応じて、外壁等の飛散のおそれのある部分や、応
急措置の支障となる空家等の全部又は一部の除却等の措置
を行うものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

第 21節 教育・金融・労働力確保対策   
第１ 応急教育等   
 降積雪時における幼児・児童・生徒・学生（以下「児童生徒等」
という。）の生命及び身体の安全確保を第一義とし、さらに平常
の学校教育等が困難な事態となったときは、公立の幼稚園、小学
校、中学校、高等学校、専修学校、特別支援学校及び大学におい
ては、雪に伴う種々の状況に関する判断を的確かつ迅速に行い応
急対策について万全を期する必要がある。 

 降積雪時における幼児・児童・生徒・学生（以下「児童生徒等」
という。）の生命及び身体の安全確保を第一義とし、さらに平常
の学校教育等が困難な事態となったときは、公立の幼稚園、小学
校、中学校、義務教育学校、高等学校、専修学校、特別支援学校、
専門学校及び大学等においては、雪に伴う種々の状況に関する判
断を的確かつ迅速に行い応急対策について万全を期する必要が
ある。 

 
 
 
字句修正 
 

 １～２ （略）   
 ３ 学用品の調達及び支給（県厚生部、県総合政策局、県教育

委員会、市町村） 
 ３ 学用品の調達及び支給（県厚生部、県経営管理部、県教育

委員会、市町村） 
県機構改革
に伴う修正 

  （略）   （略）  
 ４ 授業料等の免除（県経営管理部、県教育委員会）   

県は、災害救助法が発動された場合は、県立高等学校生 県は、災害救助法が発動された場合は、県立高等学校生 条例が廃止
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
徒及び学生の被災の程度に応じ、富山県立高等学校授業料
等に関する条例第５条又は富山県立大学条例第 10 条の規
定により、授業料等の減免を行うものとする。 

徒の被災の程度に応じ、富山県立高等学校授業料等に関す
る条例第５条により、授業料等の減免を行うものとする。 

されている
ことに伴う
修正 

  （略）   
 ５～６ （略）   
第２ 応急応急金融   
 １ （略）   
 ２ 金融機関による非常金融措置の実施（北陸財務局、日本銀

行、県商工労働部、県農林水産部） 
 ２ 金融機関による金融上の措置の実施（北陸財務局、日本銀

行、県商工労働部、県農林水産部） 
日銀防災業務
計画の内容に
沿って修正 

災害時において、財務局、日本銀行及び県は、必要と認
められる範囲内で、金融機関に対して、次の非常金融措置
を実施するよう要請するものとする。 

災害時（災害発生前に災害救助法が適用された場合等を
含む）において、財務局、日本銀行及び県は、必要と認め
られる範囲内で、金融機関に対して、次の金融上の措置を
実施するよう要請するものとする。 

 

 （１）非常金融措置の実施 （１）金融機関による金融上の措置の実施に係る要請  
被災者の便宜を図るため、関係行政機関と協議のうえ、

金融機関に対し、次のような非常措置をとるよう要請す
る。 

被災者の便宜を図るため、関係行政機関と協議のうえ、
金融機関又は金融機関団体に対し、次に掲げる措置その他
の金融上の措置を適切に講ずるよう要請する。 

 

  ア～エ （略）   
  （追加）    オ 必要と認められる災害復旧資金の融通について、迅速

かつ適切な措置をとること。 
 

 （２）金融措置に関する広報  （２）金融上の措置の実施等に関する広報  
金融機関の営業開始、休日営業、預貯金の便宜払戻措置

及び損傷日本銀行券・貨幣の引換え措置については、金融
機関と協力し速やかにその周知徹底を図る。 

金融機関による金融上の措置の実施に係る要請を行っ
たとき及び金融機関の業務運営の確保に係る措置を講じ
たときは、関係行政機関と協議のうえ、金融機関及び放送
事業者と協力して速やかにその周知徹底を図る。 

 

第３ （略）   
第 22節 （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
第４章 雪害復旧対策    
第１節 民生安定のための緊急対策   
第１ 被災者の生活確保   
 １～７ （略）   
 ８ 失業者（休業者）の生活の安定対策等（富山労働局、県厚

生部、県商工労働部、富山県社会福祉協議会、北陸労働金庫） 
 
 

 
 

 （１）～（３） （略）   
 （４）離職者に対する生活資金の支援   
  ア （略）   
  イ 離職者支援資金の融資 
    失業により生計の維持が困難となった世帯に対し、自立

を支援するため、再就職までの間、生活資金の融資を行う。 
 

  イ 総合支援資金の貸付 
    失業者等、日常生活全般に困難を抱えており、生活の立

て直しのために継続的な相談支援（就労支援、家計指導等）
と生活費及び一時的な資金を必要とし、貸付けを行うこと
により自立が見込まれる世帯に対し、生活福祉資金（総合
支援資金）貸付けを行う。 

離職者支援
資金が総合
支援資金に
改められた
ことに伴う
変更 

（ア）貸付対象者 次のすべてを満たす世帯の者   
① 生計中心者の失業により生計の維持が困難となった

世帯であること 
① 低所得世帯であって、収入の減少や失業等により生活

に困窮し、日常生活の維持が困難となっていること 
 

② 生計中心者が就労の可能な状態にあり、求職活動等
仕事に就く努力をしていること 

② 資金の貸付けを受けようとする者の本人確認が可能
であること 

 

③ 生計中心者が就労することにより世帯の自立が見込
めること 

③ 現に住居を有していること又は生活困窮者住宅確保
給付金の申請を行い、住宅の確保が確実に見込まれる
こと 

 

④ 生計中心者が離職の日から２年（特別な場合は３年）
を超えていないこと 

④ 実施主体が貸付け及び関係機関とともに支援を行う
ことにより、自立した生活を営めることが見込まれ、
償還を見込めること 

 

⑤ 生計中心者が雇用保険の一般被保険者であった者に
係る求職者給付を受給中でないこと 

⑤ 失業等給付、職業訓練受講給付金、生活保護、年金等
の他の公的給付又は公的な貸付けを受けることがで
きず、生活費を賄うことができないこと 

 

  （イ）貸付期間 貸付けを希望する月から 12月以内の期間 
          ただし、当該期間内であって、次の期間は

除かれる。 
 

  （イ）貸付期間 原則３月以内 
             （ただし、就職に向けた活動を誠実に実施して

いる場合などにおいては、最長 12 月まで延

長可能） 

 

① 離職の日から２年（技能取得等の特別の場合は３年）
を経過した日の属する月の翌月以降 

    （削除）  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
② 就職した日の属する月の翌々月以降   

（ウ）貸付限度額 月額 20 万円、ただし単身世帯にあって  
は月額 10万円 

（ウ）貸付限度額 月額 20 万円、ただし単身世帯にあって  
は月額 15万円 

 
 

（エ）償還期間  貸付期間の終了後６月以内の据置期間 
         経過後、７年以内 

（エ）償還期間  貸付期間の終了後６月以内の据置期間 
         経過後、10年以内 

 
 

（オ）利率    年３％。ただし据置期間中は無利子 （オ）利率    年 1.5％。ただし保証人がいれば無利子  
（カ） （略）   

 ９ （略）   
 10 罹災証明書発行体制の整備（県厚生部、市町村）   
  （略） 

また、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書
の交付について、被害の規模と比較して被災市町村の体制・
資機材のみでは不足すると見込まれる場合には、当該市町村
に対し必要な支援を行うとともに、被害が複数の市町村にわ
たる場合には、調査・判定方法にばらつきが生じることのな
いよう、定期的に、各市町村における課題の共有や対応の検
討、各市町村へのノウハウの提供等を行うこと等により、被
災市町村間の調整を図るものとする。 

  

（追加） 
 

  県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明書の交付に
係る事務の市町村向け説明会を実施するとともに、その実施に
当たっては、ビデオ会議システムを活用し、各市町村に映像配
信を行うなど、より多くの市町村担当者の参加が可能となるよ
うな工夫をするよう努めるものとする。 

国防災基本
計画の修正
に伴う変更 
 

 11 被災者台帳の作成（県総合政策局、市町村）  11 被災者台帳の作成（県危機管理局、市町村） 県機構改革
に伴う修正 

  （略）   
 12 （略）   
第２ 中小企業、農林漁業者に対する支援   
 １ 中小企業への融資等（県商工労働部）   
 （１）～（３） （略）   
 （４）県制度融資による対応   
  ア～エ （略）   
  オ 利率  年 1.70％（平成 31年４月現在）   オ 利率  年 1.70％以内 字句修正 
  カ （略）   

 （５） （略）   
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 ２ （略）   
第３ 税の徴収猶予及び減免等   
 １ 県の措置（県経営管理部）   
（１）期限の延長   
 ア （略）   

  イ ア以外の場合は、納税者等の申請により災害が収まった 
日から納税者については２か月以内、特別徴収義務者につ
いては 30日以内において期限を延長する。 

  イ ア以外の場合は、納税者等の申請により災害がやんだ 
日から納税者については２か月以内、特別徴収義務者につ
いては 30日以内において期限を延長する。 

法令用語等
に準じて修
正 

 （２）～（３） （略）   
 （４）減免等   
    被災した納税者等に対し、各税目（個人の県民税、地方

消費税、県たばこ税及びゴルフ場利用税を除く）ごとに法
令等の規定に基づき、減免及び納入義務の免除等を行うほ
か、災害復旧資金借入又は県営住宅入居等に必要な納税証
明書の交付申請手数料についても減免を行う。 

被災した納税者等に対し、各税目（個人の県民税、地方
消費税、県たばこ税及びゴルフ場利用税を除く。）ごとに
法令等の規定に基づき、減免及び納入義務の免除等を行う
ほか、災害復旧資金借入又は県営住宅入居等に必要な納税
証明書の交付申請手数料についても減免を行う。 

 

 ２ （略）   
第４ （略）   
第２節 激甚災害の指定   
第１ 激甚災害指定手続（県各部局）   
 １～３ （略）   
（１）激甚災害指定基準（本激）   
適用条項（適用措置） 指 定 基 準 

激甚法第２章（公共土木施

設災害復旧事業等に関す

る特別の財政援助） 

（略） 

（略）  
 

適用条項（適用措置） 指 定 基 準 

激甚法第２章（３、４条）

（公共土木施設災害復旧

事業等に関する特別の財

政援助） 

（略） 

（略）  
 

字句修正 

 （２） （略）   
第２ （略）   
第３節 公共土木施設の災害復旧計画   
第１～第２（略）   
第３ 大規模災害時等における災害復旧事業の国等による代行

制度の活用（北陸地方整備局、県土木部、市町村） 
 

 
 

 １ （略）   
 ２ 指定区間外の国道  ２ 指定区間外国道、県道及び市町村道  
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現 行 地 域 防 災 計 画 修正案（変更部分のみ記載） 備  考 
 
指定区間外の国道において、工事が高度の技術を要する場

合、高度の機械力を使用して実施することが適当であると認
める場合又は都道府県の区域の境界に係る場合においては、
必要に応じて国による災害復旧事業の代行を要請し、災害復
旧に関する工事を行う。 

（追加） 

 （１）国による代行制度 
指定区間外の国道、県道及び市町村道において、工事が高

度の技術を要する場合又は高度の機械力を使用して実施す
ることが適当であると認める場合においては、必要に応じて
国による災害復旧事業の代行を要請し、災害復旧に関する工
事を行う。  

（２）県による代行制度 
市町村が管理する道路のうち、指定区間外国道及び県道と

交通上密接な関連を有する道路において、市町村から災害復
旧事業の代行の要請があり、かつ、市町村が自ら実施するこ
とが困難であると認められる場合においては、必要に応じて
県が災害復旧に関する工事を行う。 

令和 2年 5月 20
日 道路法等の
一部を改正する
法律の成立及び
令和 3年 6月 20
日踏切道改良促
進法等の一部を
改正する法律の
施行による権限
代行の適用範囲
の拡大に伴う変
更 

 ３ 重要物流道路等 
重要物流道路及びその代替・補完路において、実施に高度

な技術又は機械力を要する工事については、必要に応じて国
による災害復旧事業の代行を要請し、災害復旧に関する工事
を行う。 

 （削除） 
 
 
 
 

 

 ４ （略）  ３ （略）  
   
  


